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経営戦略とリーダーシップ (6) 

一 民間放送会社のタイプ 別調査にもとづいて 一 

奥 村 高 一 

XVI.  経営組織の変更 

1. 「経営組織の 変更」に関する 民間放送会 

社の特質 

これまで述べたところであ るが，民間放送会 

社の経営規模を 規定するものは ，県別広告費と 

これに応ずる 行政の置 局 政策，番組制作職能， 

限界局の規模， 会社創立時期 ( ラ ・ テ 兼営単 

独 ) の相違による 合理化とジャーナリズムの 度 

合い， テレビネット 系列 別 のう・ テ 兼営単独居 

の，ッ クス 度 ， 系列 別キイ局 制作率， 系列 別収 

益性 ， 成長といったものであ る・ 

これらの要因によって 規定される民放社の 経 

営組織は， 実にさまざまな 大きさをもってい 

る・ この大きさは ，局部課の 数 ，階層 数 ， スパ 

ン ・オブ・コントロールの 数 ， ェ セクシ， ン当 

り 最大職員数などで 表現できょ ぅ ・ 民放社の経 

営組織は，複数の 製品を生産販売しているわけ 

ではないので ，事業部の形での 配慮と工夫はな 

く，一般に職能 制 組織として各種の 配慮と工夫 

がなされている・ 

すなわち， その配慮と工夫というのは ，常勤 

役員の数，役員の 局部長兼務，管理・ 営業・制 

作職員数の比率， 役職の階層， 資格職の階層， 

事業木部 制 ，スパン・オブ・コソトロールの 度 

合 い ，専任 数 と兼務 数 ，部長待遇・ 課長待遇， 

出向者などの 仕組みであ る・ 

また，民放 社 では，局部課 間 調整および局部 

課内調整を含めた 組織・人事政策のために ， 各 

種の役職や組織を 置いている・すなわち ，専門 

職 局長，副本部長，周次長，各種の 部長 ( ①ラ 

イン専任，②ライン 兼務，③専任部長，④専任 

部長兼務，⑤専任 織 部長，⑥専任磯部長兼務， 

⑦その他一局部長， 局付 専任部長 ), 部次長，支 

社・支局・海覚支局長，制作関係職員の 専門職 

役職，特別常勤嘱託，諸委員会などであ る・ こ 

のさい，年金構成が 高く， また 1 セクシ， ン 当 

りの職員数が 多く， また 周 次長部次長など 処遇 

職の数が順次増大することに 問題があ る・ 

先ほども述べたごとく ，民放 社 では，事業部 

制の編成を採ることはほとんどなく ，職能 別 組 

織の中での組織編成であ るため，組織変更は ， 

人事異動の形態を 採ることが少なくない・ 

2. 「経営組織の 変更」に関する 民放全体の 

調査結果 

ここで，民放 社の 「経営組織の 変更」につい 

て分析することにしたい・われわれのアンケー 

ト調査の結果㎝ 横浜経営研究』 8 巻 4 号に掲 

裁 した ) に見るとおり ， 問 25 のアンケート ( 経 

営組織の変更 ) に対する回答結果は ，民放 社 全 

体として次のようになっている・ なお， ここで 

の質問は， 「貴社では，経営戦略を 策定・執行 

するために， あ るいは， その他の理由で ，最近 

( ここ 1 ～ 2 年 ) 組織変更をされたことがあ り 

ますか・ また，近く組織変更をされる 予定です 

か」というもので ， 組織変更の予定までも 含む 

ものであ る・ 

① 局 ・ 部 ・課の強化・ 統合・再編成 

41 社 (49.4%) 

② 局長の交替 32 社 (38.6%) 
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③ 役員担当制の 変更 29 社 ( 縫 ・ 9%) 

④ 企画室等の設置など 戦略部門の強化 

21 社 (25.3%) 

④ 関係会社・子会社の 設立・再編・ 統合 

21 社 ( あ ・ 3%) 

⑥ 従業員の出向の 増加 12 社 (14.5%) 

⑦ 役員の若返り 11 社 (13.3%) 

⑧ 電算機の導入など ，情報中心型組織の 

導入 10 社 (12.0%) 

⑨ 役員の増員・ 減員 9 社 (10.8%) 

⑩ 事業本部制の 設置 6 社 ( 7,2%) 

⑪ 専門職制の採用 6 社 ( 7.2%) 

「不明」が 19 個あ るなど，全体として 回答が 

少なく消極的な 感じを免れない・ この「不明」 

は ，経営規模が 小さく，組織変更をしていない 

会社をも含んでいる・ また， 1 社当り， 2.7 個 

( 全体として 222 個 ) の回答が寄せられている・ 

( ただし， 問 26 「経営組織変更のねらい」は ， 

1 社当り 5.3 個の回答があ る・ ) 

一般産業において ，経営戦略の 策定・執行の 

ための組織変更としては ，一方において ，戦略 

事業単位 (SBU), 事業本部 制 ，顧客・販売ル 

ート別事業部 制 ，マトリックス 組織など新形態 

の組織の導入があ り，他方において ，部門の新 

設 ・再編，子会社の 設立，配置転換，出向・ 転 

籍 ，中途採用などを 積極的に行な 5. ( 経済同 

友会℡ 980 年代の企業経営   環境，戦略，組織 

の相互関連について   コ 1980 年 6 月， 「 NO- 

MURA SEARCH 」編集スタッフ「イ ソ ベー 

シ， ン 進む組織・人事戦略」 『 NOMURA 

SEARCHJ l98g May, pp.2-9). 民間放送会 

社の場合，提供するサービスの 性格から，双者 

の形をとることはほとんどなく ，後者のケ イス 

に該当している・すなわち ，民放 社 では， 局 ・ 

部 ・課の再編成，局長・ 役員の異動 : 戦略部門 

の強化，関係会社・ 子会社の設立，出向，情報 

型組織の導入，事業本部制の 設置，専門職制の 
採用といった 職能 制 組織を中心とした ，その中 

での組織変更の 展開が図られる・ 

3, 「経営 組 ぬの変更」に 典する従業 A 抜刷 

分類 

(1) 従業 俺数 別段階から見た 組ぬま姉項目 

民放 社の 「経営組織の 変更」は，全体として 
は前述のような 結果となっているが ，他方民放 

社は ，従業員数などタイプの 違いによって 異な 

る組織変更を 行なっている・ まず，表 80 「経営 

組織の変更」によって ，従業員数の 多少と組織 

変更の関係を 伺ってみよう・ この従業員数列 の 

分析は，前稿の 規模 ( 職員数 ) 別 組織分析との 

関連で 是ョ卜 とも必要であ る・ただし， ここでの 

従業員数は役員数を 含んでいるが ，前述の職員 

数 ( 規模 ) では役員数を 除いてあ る・また，経 

営規模段階は ， ここでは 5 段階であ るが，前述 

のところでは 9 段階であ った・ 

さて，従業員数の 多少による 5 段階におい 

て， 「 小 」 (50 人未満 ) の段階 (10 社 ) では， 

「不明」が 7 社 70% と多く， わずかに「戦略部 

門強化」 (46.7%) が目立つ程度であ る・ この 

段階は，大旨双稿の 経営規模の第 1 に 相当し ， 

例 としては A 社と B 社を挙げることができる・ 

ここでは，規模が 小さいので，組織変更がほと 

んど行なわれていないのが 現状であ ろう・ 

次に，「中丁」 (5(@ 人 以上 1 ㏄ 人 未満 ) 段階 (12 

社 ) は，「局部課再編成」型であ る・ この段階 

は ，大旨前稿の 経営規模第 2 に相当し， まだま 

だ小さい経営規模であ る・そのため ，局部課を 

強化し統合し ，再編成すること (58.3%) が 

主要な組織変更であ る・ また，「 申 」 ( ェ ㏄ 人 以 

上 2 ㏄ 人 未満 ) 段階 (31 社 ) では，「局部課の 再 

編成」 (51.6%) が多いものの「局長の 交替」 

(41.9%) が少なくない・ 局長の役割が 重要視 

されるようになり ，局長に大きな 責任と権 限を 

与え， その交替によって 組織を再編成するので 

あ る、 この段階は，双稿の 経営規模第 3 と第 4 

とが大旨相当し 中間の規模であ り， C 社が具 

体例となっている・ 

そして，「中上」 (2 ㏄ 人 以上 3 ㏄ 人 未満 ) 段階 

は 4 社 ) では，局長の 責任と権 限を重視する「 局 

長の交替」 (57.1%) が増え，「局部課の 再編」 
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(57.1%) と肩を並べる v こいたっている・ この 

段階は，双稿の 経営規模第 5 と第 6 に相当し， 

D 社が其体例となっている・ 

さらに，「 大 」 (300 人以上 ) 段階 (16 社 ) で 

は，「局部課の 再編」 (56.3%) と「局長の交替」 

(56.3%) とが肩を並べていることは「中上」 

と同様であ るが，それ以上に「役員担当制の 変 

更」 (62.5%) が高い数値を 示している・ この 

段階では，民放 社 が大規模化し ， 局を超えて 役 

員の レベルで組織を 管理しなければならなくな 

ったのであ る・規模が大きいほど ，一層大きな 

役員の権 限と責任をもって 組織を管理すること 

になる・ ( 前稿「経営戦略とリーダーシップ 

(5) 」， XV, ェ ， (2 民放社の役員と 部局との関係， 

pp, 27-31 参照 ). 他面， このケ イス では， 層 

を減らすなど 権 限の委譲が 大 ぎく図られる 必要 

があ る・ この段階は，双稿の 経営規模の第 7, 

第 8, および第 9 に相当し， E 社， F 社，およ 

び D 社が其体例であ る・ 

(2) 組織変更項目ごとの 説明 

次に，組織変更の 項目ごとに見ることにしょ 

う・表 80 では，まず全体で 第 1 位の「局部課の 

再編成」は，「 小 」の段階を除いて ，何れの 段 

階も 50% 台であ り，何れの段階の 会社でも重要 

な手段であ るといいうる・ 上述のごとく ，民放 

の戦略組織は ，新形態を導入するというよりも 

既存の職能 別 組織の中で， 局 ・ 部 ，課のライソ 

が重視されており ， そのため環境の 変化に応ず 

る 経営戦略の策定・ 執行に当っては ， これらの 

強化・統合・ 再編成が焦点となるのであ る・ 

第 2 位の「局長の 交替」であ るが，局長は 役 

員と職員を繋ぐという 点で， また重要な執行の 

部局長として 注目すべきであ る・民放 社 では， 

この局長を役員が 兼ねるケ イス が少なくなく ， 

この局長に誰が 任命されるかは ，組織戦略上重 

要な事柄であ る・ この「局長の 交替」は，大旨 

大きい会社ほど 一層多くこれを 採択している 

( 「 大 」 56.3%, 57.1%. 41.9%, 16.7%, 0 

%). 大きい会社ほど ，局長のポストが ，組織 

の要となっていることがわかる・ 

次ャこ ，役員の存在が 組織変更の上でクローズ 

アップされている・ 第 3 位「役員担当制の 変 

更」，第 7 位「役員の若返り」，そして 第 9 位 

「役員の増員・ 減員」は，すべて 役員に関する 

ものであ る・ これらは，組織変更というよりも 

人事異動の性格をもっている・ まず， 「役員担 

当制の変更」で 目立つことは ，最大規模におい 

て 1 位の数値 (62.5%) を示していることであ 

る・ 「局部課の再編成」と「局長の 交替」以上 

に ，役員担当 制 が重要視されていることがわか 

る・大規模企業では ，何人の役員がどのような 

職務を担当するかが 戦略上極めて 重要な事柄と 

なっている・ 役員の能力と 適性は，担当制の 変 

更によって最も 良く発見されるのであ り，役員 

の 担当を時々変更させながら ，会社の業績を 改 

善 L, ていくという 図式がみられる・さて ，第 7 

位の「役員の 若返り」 ほ とくに「中上」の 段階 

で， 9 位の「役員の 増員・減員」はとくに「中 

丁」の段階で ，それぞれ 大 ぎく示されている 

( 鍵 ・ 7%, あ ， 0%). 

第 4 位には， 「戦略部門強化」と「関係会社 

再編」が入っている・ 興味あ ることは， 前者 

が， 従業員数規模のとくに「 中 」， 「中丁」， 

および「 小 」の段階に多く ( 「 大 」 18.3%, 

14.3%, 32.3%, あ ・ 0%, 30.0%), 他方後者 

は「中上」と「 中 」規模において 大きい ( 「 大 」 

12.5%, 50.0%, 鵠 ・ 7%, 0%, 0%) ことで 

あ ・るそれというのも ，「戦略部門強化」はこ 

れが大会社ょり 中小規模において 重視されてい 

ることを意味しており ( ただし経営戦略執行 

という組織変更のねらいが ，大会社に多いこと 

は注意を要する・ 後述・ ). 他方「関係会社の 再 

編」は多すぎる 人員の活用に 活路を開こ うとす 

る 大旨大きな会社の 政策であ るといえ よう ・ 

後者の「関係会社，子会社の 再編」に関わる 

ものは，第 6 位の「従業員の 出向の増加」であ 

り， 田 ・ ま 対応する数値を 示している ( 「 大 」 

あ ・ 0%, 28.6%, 12.9%, 0%, 0%). すな 

わち，関係会社・ 子会社の管理のためには ，当 

該会社への従業員の 出向が必要であ り， このこ 
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表 80 経 営 組 俺 
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とが大会社のテーマであ ることが理解できる・ 

第 8 位の「電算機の 導入など，情報中心型組 

織の導入」は ，戦略を行なうための 支援機構と 

して今日的テーマのものであ り， 「 大 」の段階 

で力点を置かれながら ， ほば 全体の規模に 亘っ 

ている ( 「 大 」 31,3%, 0%, 9.7%, 8.3%, 

Ⅰ 0.0%). 

第 Ⅰ 0 位の「専門職制の 採用」は，大中規模の 

会社の組織上のテーマであ ることがわかる 

( 「 大 」 12.5%, 7.1%, 9.7%, 0%, 0%). 同 

じく第 10 位の「事業木部制の 設置」は， 「 り Ⅰ 

規模を除いた 全般に及ぶ組織問題であ る ( 「 大 」 

12,5%, 7.1%, 6.5%, 8.3%, 0%) が，他方 

「事業本部制の 廃止」も 3 社から記入されてお 

り (6.3%, 0%, 3.2%, 8.3%, 0%), 事業木 

部 制 が何にでも効く 特効薬であ るとはいえない 

ようであ る・本部 制は ，会社として 力 を入れた 

い部局をまとめあ げることができるが ，少ない 

常勤役員が本部制を 強力にまとめあ げることが 

できるかどうか ，各局を十分に 掌握・統制でき 

るかどうかが 鍵 となる・ 

既述のごとく ，民放 社 では，職能 別 組織を中 

心とした組織上の 配慮と工夫が 行なわれてお 

り ，戦略組織の 新形態の展開は 極めて少ない・ 

この新形態について 述べれば， 「製品別事業部 

制 」が兼営 局の 1 社，「地域別事業部 制 」が地 

方局 1 社，「マトリックス 組織」が組織上のね 

らいを多く抱えている 1 社，「タスクフォース」 

が 東京 キ 4 局に 1 社みられる， そして， 「小集 

団制」 2 社，「企業内 ベ ソチオ ー 」 2 社であ る． 

ただし「顧客別事業部 制 Ⅱ，「戦略事業単位 (S 

BU) 」， 「 ジ ，イントベソチャー」は 皆無であ 

る ・なお，質問項目として ，権 限の委譲につい 

ての質問を入れるべぎであ った． 

4. 「経営組織のま 更 」に必するう・ テ 兼営 

単独 別 ，開局年別笘の 分析 

(1) ラ ・ テ 兼営単独 別 および開局年別分析 

民放社の創立の 年代は， 兼営 局 が却年代， テ 

レビ V 局が 30 年代，テレビ U 局が 40 年代と 50 年 

代 ， ラジオ中短波が 20 年代と 30 年代， そしてラ 

ジオ FM が 50 年代を中心に 40 年代と㏄年代に 亘 

っている． 

民放 社 全体の傾向は ，前述のごとく ， 1 位 

「局部課の再編成」， 2 位「局長の交替」，および 

3 位「役員担当制の 変更」となっている・ 表 80 

によると， この傾向を大旨保っているのは ， ラ 

ジオだけであ る・ 

兼営 局は ，「局長の交替」 ( 鍵 ・ 3%) に一番大 

きな力点を置いているが ， 1 社平均 3% 人の規 

模の兼営 局 では，局長クラスのポストが 管理上 

重要であ ることを物語っている・ この結果は， 

一層大きな規模 542 人の V 局が，一層 上の レベ 

ルの役員クラスについて ，「役員担当制の 変更」 

(57.1%) と「役員の若返り」 (57.1%) を強調 

していることと 対象的であ る・開局年によって 

兼営 局と V 局 とを比較するとき ， これと同様の 

回答が出ている ，すなわち，「役員担当 制 の 変 

更 」で㏄年代 (V 局 ) が ( ㏄年代㏄・ 0% と兼営 

局 45.8%), そして「局長の 交替」で兼営 局が 

( 兼営同 58.2% と㏄年代㏄・ 0%) それぞれ多 い 

比率を示している・ また，先の従業員数別の 分 

析でも，「 大 」の段階で，「役員担当制の 変更」 

(62.5%) が・ 「局長の交替」 (56.3%) よりも 

多くなっている・ 規模が大きい 場合には，分権 

的意味で下への 委譲が前提になろうが ，役員に 

権 限の多くを集中化しなければならない・ 

兼営 局 が伝統型そして V 局が都市型であ るの 

に対して，平均職員数 113 人の U 局は，効率化 

されたタイプであ る・ この U 局では，局部課の 

再編成 (56.7%) 以外でほ，局長交替 (26.7%) 

や役員担当 制 変更 (26.7%) よりも， 「関係 会 

社 ・子会社の再編」 (36.7%) と 「戦略部門強 

化」 (30.0%) の方 仁 力点が置かれている・ 今 

から規模が大きくなろうとする 会社は，人事的 
側面より，機構的側面から 手をつげるのであ ろ 

ぅ ・ 戦略部門と関係会社の 比較的高い数値は ， 

ニュービジネスへの 進展を含む弾力的な 経営方 

針への動きを 示している・ 

これら両部門を 強調する姿勢は ，開局年につ 
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いて， 40 年代 ( 戦略 33.3%,  関係 47.6%)  と スクフォースの 採用」，「専門職制の 採用」，「 企 

50 年代 ( 戦略 31.6%) であ り，数値が十ま クま 符合 業内 ベ ソチャ一の設立」，「ジョイソト ベ ソチ オ 

する・他方，「局長の 交替」 ( ㏄年代 15.8%, 40  一の設立」， 各ェ であ る． 

年代 33.3%, ㏄年代㏄・ 0 拷 ， 20 年代 75.0%) (2) テレビネット 系列 別 および筆頭株主 刑 

と「役員担当制の 変更」 ( ㏄年代 15.8%, 40% 分析 

為 ・ 6%, m0 年代 50%, 20 年代 1 ㏄ %) は ，年代 最後に， テレビネット 系列 別 および筆頭株主 

が古いほど大きい 数値を，年代が 新しいほど か 刑分析を行ないたい・テレビネット 系列では 何 

さい数値を，明確に 示している・ ねめ タイプも，大旨，①「局部課の 再編成」，② 

なお，これらの 組織変更について ，表には 掲 「局長の交替」，および③「役員担当制の 変更」 

載 されていないが ，地区別の相違について 若干 の順位となっている・この 3 者以外のものが ， 

言及すると，「局長の 交替」と「役員担当 側 の ①～ (3) 位を占めるものを 記せば，次のとおりで 

変更」が多いのは ，制作局の多い 近 であ る あ る・ CX 系列では，「関係会社の 再編」が 1 

(62.5%, 62.5%). 制作局の多い 東京は，「段 位となっており ，それに応じて「従業員の 出向 

負担当制の変更」 (71.4%) は多いものの ，他 の増加」が 2 位に入っている・テレビ 東京系列 

は， 多くの項目に 分散しており ，多様な組織 変 でほ，「関係会社の 再編」と「事業本部 制 の 設 

更の戦略を見ることができる・すなわち ，「 タ 置 」が 2 位に入っている・ そして泉城 U 局 放送 

表 81 省 圭 収益と経営 租 撰の変更 
% 
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系列では，「戦略部門強化」が 2 位に入り ，ま 表 8K( 前頁 ) は，営業収益の 金額の相違に 対し 

た 「事業本部制の 廃止」が 3 位に入っている・ て 経営組織の変更要因がどのような 動きをする 

他方，筆頭株主のタイプ 別分析についてであ かを示したものであ る・ 10 億円未満の「 小 」段 

るが， 一般的傾向についてはあ らためてふれな 階の数値がすべて 低 い のは， Ⅱ不明」 ( 無記入 ) 

い ・ 特徴あ る組織変更を 示せば， 個人では， が 7 社 63.6% あ ったためであ る   

「関係会社の 再編」が 1 位に，これに 応じた「従 ①「局部課の 再編成」は，「中丁」段階でとく 
業 員の出向の増加」が 2 位に入っている・ 次 に多いが，全体を 通して高い数値を 示してい 

に ，地方公共団体では ， 「戦略部門強化」が 2 る ・ これに対して ，②「局長の 交替」は，営業 

位 に入っている・そして ，複数株主では ，「戦 収益が大ぎくなるほど 高 い 比率を示し，また③ 

略 部門強化」が 3 位に入っている・ 「役員担当制の 変更」は， 「中上」段階まで 下が 

るものの「 大 」では最も高 い 比率を表わしてい 

5.  経営組織変更と 経済価値 功 態との関係 る ・ 両者は ， 大きな営業活動を 行な う 会社で 局 

(1) 営業収益と経営組織の 変更 長 と役員の責任と 権 限が重いことを 明らかにす 

経営学の認識目的は 組織問題と原価問題との るものであ ろう・一定の 部課の再編が 全社的に 

統合にあ るが，本稿でも 興味あ る事柄は経営 組 行なわれたあ とは，局長と 役員にそれだけの 裁 

織 変更と経済価値の 動きとの相互関係であ る・ 量が与えられるのであ り，最適の局長と 役員の 

すなわち，営業収益や 当期利益という ァヵゥン 選定を行な う ことが組織変更のポイントとなる 

テ イソ グ ・フロ一の流れの 大小が， 経営組織 変 のであ る   

更の戦略の相違とどのような 関係をもっ -c いる ④ a 「関係会社・ 子会社の再編」も ，同様に 

かを体系化することにしたい   営業収益が大きくなるほど ，比率が高くなる ， 

表 82  税 別 前当期利益と 経営 組 俺の変更 
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大きい営業収益の 会社ほど，関係会社や 子会社 

の設立・再編・ 統合が一層重要となっている・ 

他方，④ b 「戦略部門強化」は ，「中丁」段階で 

大きな数値を 示している・ かなり重い比重で 戦 

略部門の強化が 重視されているのであ る・ 

(2) 税別前当期利益と 経営 紬 綾の変更 

次に，税別前当期利益と 経営組織の変更につ 

いて検討してみよう・ 表 82 によると，①「局部 

課の再編成」 ほ ，大旨全体の 利益領域にわたっ 

て 高い比率を示している・ これが，民放社の 経 

営組織変更の 基本となっているといえる・② 

「局長の交替」と③「役員担当制の 変更」は・接 

点を 4 つもち， ほとんど同じ ビヘ イビアをもっ 

ている・ すなわち，両者は ， 欠損領域を除い 

て ，当期利益が 大ぎくなるほどと ヒ 率が一層高く 

なる・ ただし③については ，「中上」の 段階 

では，下降状況が 見られる・ 

④ a 「関係会社・ 子会社の再編」は ，上昇傾 

向はあ るものの，「 大 」の段階で下降している・ 

これに記入している 3 社は， ともに資本金「中 

下 」と営業収益「 大 」であ る以外， とくに特徴 

はない・ ④ b 「戦略部門強化」 ほ ，四型の力 一 

ブを 画いており， 「欠損」と利益「 大 」の段階 

で ，大きな比率を 示している・ 

ここで，「欠損」の 会社 15 社が，利益最少の 

段階 11 社と異なる傾向を 画いていることが ， 目 

立っている・「欠損」会社Ⅰ 5 社のうち 7 社は， 

「従業員数」 小 ， 「営業収益」小であ り， その う 

ち 5 社が「不明」 ( 組織変更など 無記入 ) に 概 

当 する・他方，残る 8 社は，従業員数と 営業収 

益とで，「中丁」，「 中 」，および「中上」の 段階 

のものが混在し これらが上位段階並みの 回答 

をもたらせていることに 注目したひ   
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1.  経営戦略策定と 経営組織変更とのクロス 

一一経営戦略策定と 経営組織変更との 適 

合皮とその理論化一一 

ここで，経営組織変更を ，先に取上げた 経営 

戦略策定と関連 づ げてみたいと 思け ・ まず，経 

営戦略策定についていえば ，既述したところで 

あ るが， タイプ別の共通点と 相違点をもたらす 

要因があ る・その要因は ，それぞれのタイプの 

特性 ロ 関連してあ るいはこれ 仁 加えて，収入の 

重要度，全国的立地，都市的立地， p 一 カル的 

立地，初期開局による 過大設備・人員，番組制 

作能力，関連事業設立能力，企業家的 ( 危険 負 

担 ) 精神の有無，広告代理店との 交渉能力，新 

規・既存スポンサーとの 交渉能力，各種利害者 
集団との " ヮ 一関係， イメージ重視の 新感覚， 

視聴者ニーズ 重視の姿勢，営業意識型とコスト 

円の制約 意識型，経営の 自由裁量の大きさ ， 経呂 

条件の大きさ ，などであ る・ 

他方， これまで論じてきた 経営組織変更につ 

いていえば， まず，経営規模を 全般的に決定す 

る要因を挙げることができょ ぅ ・それは，県別 

広告費，県別置 局 政策，番組制作機能，創立時 

期の相違に伴う 合理化の度合， ジャーナリズム 

性，限界 規摸性 ， ラ ・ テ 兼営単独局の 系列 別の 

「 ッ クス 度 ，系列 別キイ局 制作率，系列 別 収益 

性，成長，系列 別 視聴率と視聴 質 といったもの 

であ る． 

次いで， タイプ別の共通点と 相違点をもたら 

す組織変更要因としては ，各タイプの 特性に関 

連してあ るいはこれに 加えて，次の 要因があ 

る・すなわち ，経営規模 ( 職員数 ) の相違， 組 

織 における 局 ・ ポ ・課の編成，局長権 限の重要 

度，役員権 限の重視 度 ，関係会社・ 子会社への 

注目，戦略部門等の 相対的重要度，局の 職能上 

の 性格，局長の 自由裁量 度 ，組織変更手法の 組 

織 内での効果，新組織採用への 意欲，組織に 関 

する経済的・ 効率白 9 配慮といった 要因であ る． 

さらに，経営組織の 変更を規定する 要因は， 

一方で経営戦略であ り，他方で経営組織変更の 

ねらいであ る・すなわち ，経営組織変更は ， 本 

来 既に経営戦略策定に 対する内部適応であ るか 

ら，まず経営戦略を 実効あ らしめるために 組織 

変更が行なわれる・ 経営組織の変更のいかん 
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は ，経営戦略がどのようなものであ るかにかか 

わっている・ 他方，組織変更は ，その変更の 理 

由は何かによって ，すなわちその 会社が抱えて 

いる組織問題は 何かによって 生起する・組織変 

化は，環境認識に 応ずる経営戦略に 適合するだ 

げ でなく，組織自体の 論理や組織が 抱える諸問 

題を解決する 目的で ，行 なわれる・ 

そこで，経営組織変更を 経営戦略と組織変更 

のねら か ( 組織問題 ) とに関連づける 必要があ 

る ・その作業をこれからの 紙面で行ないた いと 

考えている・ 前者は本節において ，後者は次節 
(XVII1 節 ) において究明していきたい・ 

さて，これから 民放社の経営戦略策定 ( 以 

下 ， StrateW  Workout から， 部 V と記す ) と 

経営組織変更 ( 以下， Organizational Change 

から， OC と表わす ) との相互関連について 検 

討すること忙したい・ この検討に当っては ，先 

の拙稿「経営戦略とリーダーシップ (2) 」におい 

て 経営環境認識と 経営戦略策定 (ER-SW) との 

相互関係を吟味したのと 全く同じ手法を 用いる 

ことにする㎝ 横浜経営研究 コ第 Ⅸ 巻 第 2 号， 

1988 年 9 月， pp.21p40). すなわち， ここでは， 

単なる 引 Ⅴ -OC でなく， SWl.2.3.. ‥ " 一 OC,,2.3, 

… " 関係を理論化したひのであ る・ 

2.  SW-OC 適合度の葉中性と 多様性 

一一 SW-OC  ベスト 10 項目のタイプ 

射 懐中度   
(1) ラ ・ テ 兼営単独 別の SW-OC の集中度 

と 多様性 

タイプ別に部Ⅴ -OC の適合度を見ることに 

しょう・表 83 「経営戦略策定と 経営組織変更と 

の適合皮ベスト 10 」は，まず会社のチェック 数 

で上位 3 位までの SW  ( 経営戦略策定 ) と， こ 

れに内的適応する OC ( 経営組織変更 ) とを， 
合計 46 のタイプについて 掲げたものであ る・ こ 

れら 3 個 づっ の SW 、 ． ， ． ，と OC,.,., は ， そのタ 

イプで最も頻繁に 採られる適合皮の 高 い 組合せ 

を 示しそのタイプの 型を表わしているとか か 

ぅる ・ ( 表 83 の最後に記した 注を参照された 

い ). 

次いで， この表 83 からは，民放 社 0 タイプ別 

の飢 V と OC の適合 度 のべストエ (W 項目を読み 

とれる・ とくに (D) 引 V と OC の べ スト 10 項目 

内容について ， そして (2) 引 V と OC の べ スト 

m0 項目の集中度について ，概観を得ることがで 

きる，田の SW  と OC の べ スト 10 項目の内容 

についての解説は ， 後に譲る ( 本節 4. (2 ト 

(4), PP. Z ～ 5, XVII1, 2, (1), pp. 31 ～ 4) こ 

ととし， ここでは， W2) の SW  と OC の べ スト 

10 項目の集中度について 解説することにしよ 

う・ これによって ，一定のタイプでは ，何れの 

凱 Ⅴと OC との組合せが 集中的にあ るいは多 

様な形で採用されているかを 知ることができ 

る ・なお， この表 83 の背後には，表 f ェ と表 12 の 

関係のように ，表 1 ェと 同じ形式の 7 項目マトリ 

ックスの「経営戦略策定と 経営組織変更との 適 

合皮」表が A6 のタイプについて 作成してあ る・ 

さて，表 83 では， SW  と OC とのクロス数 

の多い順にべスト 10 の項目を列挙した・ その中 

で ， アソ ダーライソのしてあ る項目は， 欄 上部 

に 掲げた上位 3 位までの SW  と OC には入ら 

ない項目であ り，集中度に 対する「 ち らばり」 

を 意味する，枠覚数の 数値は， この「 ち らば 

り」項目の数の 合計であ る・ 

また，ベスト 10 項目の下方の ( ) 内の数値 

は ， 次に来るはずであ った項目のクロス 数の比 

率 であ る・ベスト 10 には数が多くて 丁度 10 にな 

るように 納り 切らないために ，次に来る筈の 項 

目は除いた， しかしタイプ 別比較のために ，ベ 

スト 10 に 細 ったと仮定したときの ，次の項目の 

クロス数の比率を 括弧内に記載した・ 集中度の 

( ) の 数値 は ， これら仮定の 比率を加算した 

ものであ る． 

さて，集中度のタイプ 別分析 v= 移るとして， 

ラ ・ テ 兼営単独別に 見ることにしょう・ここで ， 

集中度の高いものないし 低いもの，すなわち 集 

中的に選択するものあ るいは多様な 形で選択す 

るものは， どのタイプであ ろうか・表 83 による 

と，集中度の 高いものは，テレビ U 局 ( 劫 ・ 36%, 
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表 83 経営戦略策定と 経営 細窩 変更との適合 皮 ベスト 10 

一一タイプ別 ( 邸 タイプ ) 一一 

① う ・ テ 兼営同 24 社 チェック総数 390 

Ⅰ 新 スポ・Ⅰ 7 ロ -- 力 め ・ 24 合理化 

  8 局長音・ 10 局再編・ 1 役員 担変 

(1)  1 新ズ ポ   8 局長 替       2.56% 
(1)  1 新 スポ   10 局再編         2.56% 
(3)  17 口一カル   8  局長 替       2.31% 
(4)  24 合理化   8  局長 替       2.05% 
(4)                  1 役員 担変     2.05% 
(6)                    10 局再編     1.79% 
(6)              10 局再編       1.79% 
(6)                    1 役員 担変       1.79% 

(1.54%  ) 
(1.M%  ) 

枠 タト数 Ⅰ 集中． 度 16.9% 
(19.@98%) 

② テレビ V 局 7 社 Ⅰ 55 

Ⅰ 新 スポ・ 12 高祖番組・ 2 既存スポ 

  Ⅰ役員 担変 ・ 3 役員右近・ 10 局 再編 

(1)                  1 役員 担変 4 社 2.58% 
(1)                    3 役員右近 4 社 2.58% 

(3)                          Ⅰ役員 担変 3 社 1.94% 

(3)                  10 局再編 3 社 1.94% 
(3)  12 高祖番組一一 10 局再編 3  社 1.94% 

(1.29%) 
(1.29%) 
(1.29%) 
(1.29%) 
(1.29%) 
10.98% 
(17.@43%) 

③ テレビ U  局 31 社 408 

工新 スポ・ 8 副業，Ⅰ 8 イメージ 

一一 10 局 再編・ 21 関係会社・ 9 戦略部門 

(1)  Ⅰ 新 スポ   10 局再編 Ⅰ 5 社 3.68% 
(2)  1 新 スポ一一 11 関係会社 9 社 2.21% 
(2)  8 副 業一一 21 関係会社 9 社 2.21% 
(4)  4  販売拠点一一 10 局 再編 8  社 1.96% 
(4)  18 イメ @  ジ 一円 0 局 再編 8 社 1.96% 
(4)  1  新 スポ一一 9  戦略部門 8  社 1.96% 
(7)  18 イメージ一一 21 関係会社 7  社 1.72% 
(7)  1 新 スポ一一工役員 担変 7 社 1.72% 
(9)  24 合理化 --10 局再編 6  社 1.47%   

ⅠⅠ 2 20.36% 

9  ・ ラ、 ジオ 21 ネ土 チェック総数 262 

1 新 スポ・ 12 言祝番組・ 16 視 ニーズ 

一一 29 不明・ 10 局再編・ 8 局長 替 

(1)  1 新ス 、 ポ 一一 29 不 明 8  社 3.05% 
(2)  1 所 ヌ、 ポ   10 局再編 7 社 2.67% 
(2)  1 新 スポ一一 8 局長 替 7 社 2.67% 
(4)  1 新 スポ   1 - 役員 一 - 担変 一 6 ネ 仝 2.29% 

(5)  12 高祖番組   w0 局再編 5  社 1.・ 

(1.53%) 
(1.@53%) 
㏄． 53%  ) 
(1.53%) 
(1.@53%) 

枠 : タト 数 1 人 集 ，中度 12.59% 
(20.24%  Ⅰ 

⑤ 北海道・東北 14 社 19 Ⅰ   
Ⅰ 新 スポ・ 9 関連技術・ 24 合理化   
一一 8 局長 替 ・ 10 局 再編・ 1 役員 担変 

(1)  1 新 スポ   8 局長 替 4  社 2.09% 
(1)  1 新 スポーⅡ 0 局再編 4  社 2.09% 
(1)  18 サ メ @  ジ 一一 10 局再編 4 社 2.09% 

(1.57%) 
(1.57%) 
(1.57%) 
(1.@57%) 
(1.57%) 
く Ⅰ． 57%  Ⅰ 

(1.57%) 
I.I 6.27% 

(17.@26%) 

⑥ 東京 7 社 150 

工新 スポ・Ⅰ 2 頁 視 番組・ 2 既存スポ 

一一工役員 担変 ・ 8 局長音・ 10 局 再編・ 21 関 一 
係 会社 

(1)  1  新 スポ   1 役員 担変 5  社 3,33% 
(2) 12 言祝番組一一 1 役員 担変 3 社 2. ㏄ % 

(2)  1 新 スポ一一 8 局長音 3  社 2. ㏄ % 
(2)  u 新 スポ - 一 10 局再編 3 社 2. ㏄ % 

(2)  1 新 スポ   21 関係会社 3  社 2. ㏄ %   
(1.33%) 
(1.33%) 
(1.33%) 
(1.33%) 
(1.33%) 
Ⅱ． 33% 

Ⅰ ユ (17.98%) 
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の 関東・甲信越・ 静岡 13 社   10  中国・四国 16 社 チェック総数 221 
チェック総数 135   

1 新 スポ・ 17 口一カル・ 18 イメ - ジ   
一一 10 局 再編・ 8 局長 替 ・ 29 不明 

(1)  1 新 スポ一一Ⅱ 0 局 再編 8  社 5.93% 
(2) 17 口一カル   10 局再編 4 社 2.96% 
(2)  1 新 スポ   8 局長 替 4  社 2.96% 
(2)  Ⅰ 新 スポー - 一 29; 不 明 4 ネゴ :  2.96% 

(2.22%   
(2.22%   

(2.22%   
(2.22%   
(2.22%   
(2.22%) 

枠覚教 集中度 14.81% 
(28.13%) 

⑧ 中部・北陸 9 社 101 

Ⅰ 新 スポ・ 12 高祖番組・ 18 イメージ   一 10 局再編・ 29 不明・ 9 戦略部門・ 21 関係 
  Ⅰ "' 

会社 

(1)  工新 スポ --.10 局 再編 3 社 2.97% 
(1)  12 頁 視 番組一一 10 局再編 3  社 2.97% 
(1)  8 副 業   10 局 再編 3  社 2.97% 
(L)  1  新 スポ一一 29 不 明 3  社 2.97% 
(1)  12 高祖番組 29 小 班 3 社 2.97% 

(1.98%) 
(1.98%) 
(1.98%) 
(1.98%) 
(1.98%) 

I. 上 14.85% 
(24.75%  )   

177 

12 高祖番組・ 1 新 スポ・ 24 合理化 

一一 10 局 再編・ 8 局長 替 ・ 1 役員 担変 

(1) 12 高 祖 番組   10 局 再編 6 社 3.39% 
(1) 1 所スポ   10 局再編 6 社 3.39% 
(3) 12 頁 視 番組   8 局長 替 5 社 2.82% 
(3) 12 頁 視 番組   1 役員 担変 5 社 2.82% 
(5)  24 合理化一一 10 局再編 4 社 2.26% 
(5)  ェ新 スポ一一 8 局長音 4 社 2.26% 
(5)  1 新 スポ一一 1 役負担 変 4 社 2.26% 

(1.69%) 
(1.69%) 
(1.69%) 
19.2% 

(24.・ 

1 新 スポ， 24 台理化・ 5 代理店   
一Ⅱ 0 局 再編・ 1 役員 担変 ・ 8  局長音 

(1)  Ⅰ 新 スポ   10 局再編 6  社 2.71% 
( Ⅰ )  5 代理店   10 局再編 6  社 2.71% 
(3) 22A4 合理化   10 局再編 5 社 2.26% 
(3)  工 新 スポ   1 役員 担変 5 社 2.26% 
(3) 工新 スポー @  8 局長 替 5 社 2.26% 
(3)  5 代理， 店 -@  8 局長音 5 社 2.26% 
(3)  1 新ヌ 、 ポ --21 関係会社 5 社 2.26% 

(1.81%) 
(1.81%) 
(1.81%) 

枠覚教 l Ⅰ マ 集中度 16.72% 
(22.15%) 

⑯ 九州・沖縄 16 社 240 

1 新 スポ・ 3 営業マン・ 9 関連技術 

一一 8 局長音・ 10 局再編・ 1 役員 担変 

(1)  3  営業マン   8 局長音 6  社 2.50% 
(2)  ェ新 スポ   8 局長 替 5  社 2.08% 
(2)  9 関連技術   8 局長音 5 社 2.08% 
(2)  17 口一カル一一 8 局長音 5  社 2.08% 
(2)  Ⅰ 新 スポー 10 局 再編 5 社 2.08% 
(2) 3 営業マン   Ⅰ役員 担変 5 社 2.08% 
(7) 3 営業マン   10 局再編 4 社 1.67% 
(7) 1 新 スポ   Ⅰ役員 担変 4 社 1.67% 
(7) 17 口一カル   1 役負担 変 4 社 1.67% 

(1.25%) 
2 17.91% 

(19.16%  ) 

⑱ 資産総額 10 億円未満 11 社 96 

工新 スポ・ 12 頁 視 番組・ 18 イメージ 

一一 29 不明・ 1 役員 担変 ・ 2 役員増減・ 9 戦 

略 部門・ 10 局 再編 

(1) ェ新 スポ   29 不 明 

(2) 12 頁 視 番組   29 不 明 
(2) 18 イメージ   四 不 明 

(2) 5 代理店   29 不 明 
(2)  16 視 ニーズー 29 不 明 

(6) Ⅰ 新 スポ   1 役員 担変 

(6) 12 高祖番組一一 1 役員 担変 
(6) 18 イメージ一一 2 役員増減 

(6)  1 新 スポー 10 局 再編 

2 1.l 

7 ネ土 7.29% 
3 社 3,13% 
3  社 3.13% 

3  社 3.13% 
3  社 3.13% 
2@@@@ 2.@08% 
2 社 2.08% 
2 社 2.08% 

2 社 2.08% 
(1.04%  ) 
28.13% 
(29.17%  ) 
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(1)  Ⅰ 新 スポ   10 局再編       4.85% 
(2)  5 代理店   10 局再編       2.42% 
(2)  12 唐硯番組   10 局再編       2.42% 
(2)  17 口一カル一一 10 局再編       2.42% 
(2)  Ⅰ 新 スポ一一 1 役員 担変       2.42% 
(2)              9 戦略部門         2.42% 

く Ⅰ． 82%  ) 
(1.82%) 
(1.82%) 
(1.@82%) 

枠覚教 1 集中度 16.95% 
(24.23%) 

⑭ 資産総額 25 ～ 50 億円 23 社 323 

工新 スポ・ 9 関連技術・ 18 イメージ 

一一 10 局 再編・ 8 局長 替 ・ 1 役員 担変 

(1)  Ⅰ 新 スポ   10 局再編       2.79% 
(2)  Ⅰ 新 スポ   8 局長 替       2.17% 
(3)  18 イメージ   10 局再編       1.86% 
(3)  工新 スポ   Ⅰ役員 担変       1.86% 
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(6)  1  新 スポ一一 21 関係会社 5  社 1.55% 
(1.24%) 
(1.24%) 
(1.24%) 

2 13.64% 
(17.36%) 

⑯ 資産総額 50 ～ 1 ㎝億円 22 社 315 

  
工新 スポ・ 8 副業・ m2 高祖番組・ 17 口一カル   
・ 18 イメージ   
一一 10 局 再編・ 8 局長音・ 21 関係会社 

( Ⅰ )  Ⅰ 新 スポ   10 局再編 
(2)  8 副 業   10 局再編 
(2)  工新 スポ   8 局長 替 

(2)  Ⅰ 新 スポ   21 関係会社 

(5)  12 高禄番組   10 局 再編 
(5) 17 口一カル一一 8 局長 替 

(7)  8 副 業 一 21 関係会社 

Ⅰ
 
よ
 

10 社 3.17% 
7 社 2.22% 
7 社 2.22% 
7 社 2.22% 
6  社 1.90% 
6 社 1. ㏄ % 

6  社 1. ㏄ % 

(1.@59%) 
(1.59%) 
(1.@59%) 
15.@53% 
(20.3%  Ⅰ 

l
O
 

3
 

数
 

総
 

催
パ
 

Ⅰ
Ⅰ
 
エ
 

七
チ
 

円
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㏄
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産
 
総
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⑯
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2
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1
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・
 負
担
 

変
 
局
長
 

替
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，
 

ポ
役
 

新
ス
 

 
 
Ⅰ
  
 

(1)  1 新 スポ一一 1 役員 担変 8  社 2.58% 
(2)  1 新 スポ一一 8 局長 替 7 社 2.26% 
(2)  24 合理化一一一 8 局長音 7 社 2.26% 
(4)  1 新 スポー - Ⅱ 0 ， 局 再編 6 社 1.94% 
(5)  24 合理化一一 1 役員 担変 5 社 1.61% 
(5) 12 言祝番組   1 役員 担変 5 社 1.61% 
(5) 17 口一ヵル一一 8 局長 替 5 社 1.61% 
(5)  24 合理化 一 10 局再編 5  社 1.61% 

は ． 29%  ) 

は ． 29%  ) 
枠覚教 1 集中度 15.48% 

(18.@06%) 

⑰ 営業収益 Ⅲ億円未満 ul 社 86 

18 イメージ・Ⅰ 新 スポ・ 5 代理店 

一一 29 不明， 2 役員増減・ 9 戦略部門 

(1)  Ⅰ 新 スポー 29 不 明 7  社 8.14% 
(2)  18 イメージ一一 29 不 足 児 3 社 3.49% 
(2)  5 代理店 --29 不 明 3  社 3.49% 
(2)  12 言祝番組一一 29 不 明 3 社 3.49% 
(2)  16 視ニ -@  ズ ー 29 不 明 3 社 3.49% 

(2.33%) 
(2.33%) 
(2.33%) 
(2.33%) 
(2.33%) 

2 22.1% 
(33.75%) 

⑱ 営業収益 10 ～ 25 億円 lCW 社 140   
1 新 スポ・ 12 島 視 番組・ 2 既存スポ・ 8 副業 

一一 10 局再編・ 9 戦略部門・ 1 役員 担変 

(1)  1 新 スポー -10 局再編 8 社 5.71% 
(2)  12 高祖番組一一 10 局再編 5 社 3.57% 
(2)  1 新 スポー 9  戦略部「 ヮ 5 社 3.57% 
(4)  Ⅰ 新 スポーⅠ役員 担変 4 社 2.86% 
(5)  8 副 業一一 10 局再編 3 社 2.14% 
(5) 12 高禄番組一一 9 戦略部門 3 社 2,14% 
(5) 2 既存スポ   9 戦略部門 3 社 2.14% 
(5) 5 代理店 --9 戦略部門 3 社 2.14% 
(5) 12 島 視 番組一一 1 役員 担変 3 社 2.14% 
(5)  2 既存スポ   1 役員 担変 3%  2.14% 

2 28.55% 
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Ⅰ 新 スポ・ 18 イメージ・ 9 関連技術 

  10 局再編・ 8 局長音・ 1 役員 担変 

(1)  1 新 スポー 40 局再編 8 社 3.25% 
(2) Ⅰ 8 イメージー， 一 ，Ⅱ 0 局 再編 7 社 2. ㏄ % 

(3) 1 新 スポ   8 局長 替 6 社 2.%% 
(3) 18 イメージ一一 8 局長音 6 社 2.44% 
(5) 17 口 一 カル   8 局長 替 4 社 1.63% 
(5)  1 新 スポ   1 役員 担変 4 社 1.63% 
(5) 18 イメージ一一 1 役負担 変 4 社 1.63% 
(5)  1 新 スポ一一 21 関係会社 4 社 1.63% 
(5)  9  関連技術   21 関係会社 4  社 1.63% 

(1.22%) 
枠覚教 Ⅰ 2 集中度 19.13% 

(20.@35%) 

⑳ 営業収益 ㏄～Ⅰ㏄億円 26 社 387 

1 新 スポ・ 2A4 合理化・ 9 関連技術 

一一 10 局再編・ 8 局長 替 ・ 21 関係会社 

(1)  1  新 スポー 10 局再編 12 社 3.10% 
(2)  1 新 スポ   8 局長音 8 社 2.07% 
(3)  5 代理店   10 局再編 7 社 1.81% 
(3)  1  新 スポ一一 21 関係会社 7 社 1.81% 
(5)  24 合理化一一 10 局再編 6  社 1.55% 
(5)  一一 5 代理店一一 8  局長 替 6 社 1.55% 
(5)  1 新 スポ一一 9  戦略部門 6 社 1.55% 

(1.@29%) 
(1.29%) 
(1.@29%) 

2 ⅠⅠ 17.31% 
(21.18%) 

⑳
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替
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担
変
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役
 

 
 

(1)  1 新 スポ一一Ⅰ役員 担変 

(2)                    8 局長音 
(3) 12 高祖番組   1 役負担 変 
(3) 1 新 スポ   10 局再編 
(3) 12 頁 視 番組   10 局再編 
(6) 12 高祖番組   8 局長音 
(6)  24 合理化   8 局長音 
(6) 17 口一カル   8 局長 替 

2
 

10 社 2.86% 
8 社 2.29% 
7 社 2. ㏄ % 

7  社 2. ㏄ % 

7 社 2. ㏄ % 

6 社 1.71% 
6 社 1.71% 
6  社 1.71% 

(1.43%) 
(1.43%) 
16.28% 
(19.14%) 
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⑳
 

ェ新 スポ・ 18 イメージ・ 5 代理店・ 12 高祖 番 

組 

一一 10 局 再編・ 29 不明・ 9 戦略部門 

(1)  1 新 スポ   Ⅰ 0 局再編 6 ネま 3.97% 
(2)  1 新ス、 ポ   29 不 明 5  社 3.31% 
(2)  5 代理店一一 9  戦略部「 目 5 社 3.31% 
(4)  5 代理店 一 -10 局 再編 4 社 2.65% 
(4)  15 採算強化一一 10 局再編 4 社 2.65% 
(4)  1 新 スポ - 一 1 役員 担変 4 社 2.65% 
(4) 12 高祖番組一一 1 役員 担変 4 社 2.65% 
(4)  1 新 スポ -@  8 局長 替 4 社 2.65% 

く Ⅰ． 99%  Ⅰ 

(1.99%) 
枠覚教 1 3  集中度 23. 綾 % 

(27.82%  ) 

⑳ 当期利益 1 億円未満 11 社 Ⅰ 22 

Ⅰ 新 スポ・ 12 高祖番組・ 24 合理化     10 局再編・ 29 不明・ 9 戦略部門・ 27 情報 一 ' 
組織 

(1)  1 新 スポ   ェ 0 局 再編 6 社 4.92% 
(2)  24 合理化一一 10 局再編 4 社 3. 為 % 
(3) 12 高祖番組一一 10 局再編 3 社 2.46% 
(3)  Ⅰ 7 口 -- カ ノレーⅠ 0 局 再編 3 ネ 士 :  2.46% 

(3) 18 イメージ一一 10 局再編 3 社 2.46% 
(3)  1 新 スポ   29 不 明 3 社 2.46% 

(1.64%) 
(1 田 4%) 
(1.64%) 
(1.64%) 

2
 18.04% 

(24.@6%) 

⑳ 当期利益 1 ～ 3 億円 12 社 175 

Ⅰ 新 スポ・ 9 関連技術・ 17 口一カル     10 局再編・ ェ 役員 担変 ・ 8 局長 替 

(1) ェ新 スポー 10 局再編 6 社 3. 穏 % 
(2)  9 関連技術一一 10 局再編 4 社 2.29% 
(2)  17 口 一 カル - 一 10 局 再編 4 社 2.29% 

(4)  5 代理店 --40 局再編 3  社 1.71% 
(4)  12 高祖番組   10 局 再編 3 社 1.71% 
(4)  3  営業マン   10 局再編 3  社 1.71% 
(4)  1 新 スポ一一工役員 担変 3  社 1.71% 
(4)  1 新 スポ一一 8  局長音 3  社 1.71% 
(4)  17 口一ヵル一一 8 局長音 3 社 1.71% 

(4)  5 代理店一一 8  局長 替 3  社 1.71% 
4 19.98% 
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9 関連技術・ 1 新 スポ・ 18 イメージ 

一一 1 役員 垣変 ・ 8 局長 替 ・ 10 局再編 

(1) 9 関連技術   1 役負担 変 3 社 2.21% 
く 1) 1 新 スポ   10 局再編 3 社 2.21% 
(1) 9 関連技術   21 関係会社 3 社 2.21% 

(1.@47%) 
(1.・ 
(1.47%) 
(1.47%) 
(1.47%) 
(1.@47%) 
(1.@47%) 

枠覚 教 1 集中度 6. ㏄ % 

(16.92%) 

⑳ 当期利益 5  ～ 10 億円 23 社 3 ㏄   
Ⅰ 新 スポ・ 18 イメージ・り 合理・化 

一一 8 局長 替 ・ 21 関係会社・ 10 局再編 

(1)  Ⅰ 新 ス           8 局長 替 Ⅱ 社 2.82% 

(2)  エ新ス           21 関係会社 10 社 2.56% 

(3)  1 新 スポ一一 10 局再編 9 社 2.31% 
(4)  1 新 スポ一一 1 役員 担変 8 社 2.05% 
(5)  8 副 業一一 21 関係会社 7 社 1.79% 
(5)  1 新 スポ一一 9 戦略部門 7 社 1.79% 
(7)  18 イメージー 8 局長 替 6 社 Ⅰ・ 54% 
(7)  1 新 スポー づ 9 不 明 6 社 1.54% 

(1.28%) 
(1.28%) 

Ⅰ・ 上 3 16.4% 
(18.96%) 

⑳ 当期利益 10 億円以上 13 社 お 5 

1 新 スポ・ 24 合理化・ 12 高禄番組 

一一 1 役員 担変 ・ 8 局長 替 ・ 10 局 再編 

(1)  Ⅰ 新ス           1 役員 担変 5 社 2.13% 
(1)  工新ス           10 局再編 5 社 2.13% 

(1)  24 合理       10 局再編 5 社 2.13% 
(4)  工 新 ス           8  局長 替 4 社 1.70% 
(4)  24 合理化   8  局長音 4  社 1.70% 
(4)  12 頁 視 番組   10 局再編 4  社 1.70% 
(4)  8  副 業   10 局再編 4  社 1,70% 
U4)  18 イメージ   10 局再編 4  社 1.70% 

(1.28%  ) 
は． 28%  ) 

2 14.89% 

(17.45%) 

⑳ 従業員 ㏄未満 l(W 社 
チェック総数 72   

Ⅰ 新 スポ・ 5 代理店・ 18 イメージ 

一一 29 不明・ 9 戦略部門・ 2 役員増減・ 10 局 

統合・ 26 教育部門・ 27 情報組織 

(1)  1  新 スポ   29 本           9.72% 
(2)  16 視 ニーズ   29 本           5.56% 
(3)  5  代理店   29 本           4.17% 
(3)  18 イメージ   29 不           4.17% 
(3)  12 一 局 視 番組一一 29 不 明 3 社 4.17% 
(6)  3 営業マン一一 29 不 明 2 社 2.78% 
(6)  5 代理店一一 9 戦略部門 2 社 2.78% 
(6)  18 イメー， ノ   9 戦略部門 2 社 2.78% 
(6)  3 営業マン一一 9 戦略部門 2 社 2.78% 
(6) 制作外部一 23 "@    9 戦略部門 2 社 2.78% 
枠覚教 5 集中度 41.69% 

⑳ 従業員 50 ～ 1 の 人 12 社 135 

1 新 スポ・ 12 頁 視 番組・ 3 営業マン 

一一 10 局 再編・ 1 役員 担変 ・ 2 役員増減・ 一 """ 9 一 "" 

戦略部門 

(1) 1 新 スポー 10 局再編 7 社 5.19% 
(2)  12 高祖番組   10 局再編 4 社 2.96% 
(2)  1 新 スポ   1 役員 担変 4 社 2.96% 
(4)  3 営業マン   10 局 再編 3 社 2.22% 
(4)  16 視 ニーズ一一 10 局再編 3 社 2.22% 
(4)  24 合理化 一 40 局再編 3 社 2.22% 
(4) 12 高視 番組一一 1 役員 担変 3 社 2.22% 
(4)  3 営業マン   1 役員 担変 3 社 2.22% 
(4)  12 頁 視 番組   2 役員増減 3 社 2.22% 
(4)  1 新 スポ   9 戦略部門 3 社 2.22% 

2 I.I 26.65% 

⑳ 従業員 1 ㏄～ 2 ㏄ 人 3w 社 458 

Ⅰ 新 スポ・ 18 イメージ・ 9 関連技術 

一一 10 局 再編， 8 局長音・ 21 関係会社 

(1)  1  新 スポ   10 局再編 13 社 2.84% 
(2)  1 新 スポ一一 8 局長 替 10 社 2.18% 
(2)  1 新 スポー 21 関係会社 10 社 2.18% 
(4)  Ⅰ 8 イメージ一一一Ⅰ 0 局 再編 9 ネ 土 工． 97% 
(4)  1 新 スポ一一 1 役員 担変 9 社 1.97% 
(4)  ェ新 スポ一一 9 戦略部門 9 社 1.97% 
(7) 18 イメージ一一 8 局長音 7 社 1.53% 
(7)  5 代理店一一 8 局長 替 7 社 1.53% 
(7)  9 関連技術   21 関係会社 7 社 1.53% 
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1 新 スポ・ 17 口 一 カル・ 18 イメージ   
一一 8 局長 替 ・ 10 局再編・ 21 関係会社 

(1)  1 新 スポー， 10 局再編 7 社 2.92% 

(2)  Ⅰ 新 スポー 8 局長音 6 社 2.50% 
(3) 17 口一カル一一 8 局長 替 5 社 2.08% 
(3)  18 イメージー @  8  局長 替 5 社 2.08% 
(3)  8 副 業一一Ⅱ 0 局再編 5 社 2.08% 
(3)  1 新 スポ一一 21 関係会社 5 社 2.08% 

(1.67%) 
(1.67%) 
(1.67%) 
(1.67%) 

枠覚教 1 集中度 13.74% 
(20.42%  Ⅰ 

⑱ 従業員 3 ㏄ 入 以上 16 社 310 

1 新 スポ・ 12 言祝番組・ 24 合理化   
一一 1 役員 担変 ・ 8 局長音・ 10 局再編 

(1) 1 新 スポ   1 役員 担変 8 社 2.58% 
(1) 1 新 スポ   10 局 再編 8 社 2.58% 
(3) エ新 スポ   3 局長 替 7 社 2.26% 
(4) Ⅰ 2 高祖番組   Ⅰ役員 担変 6 社 1.94% 
(4)  24 合理化 - 一 8  局     6  社 1.94% 

(1.61%) 
(1.61%) 
(1.61%) 
(1.61%) 
(1.61%) 
11.3% 

(19.35%) 

⑧ テレビネット 系列 N  T  V  lg 社 280 

Ⅰ 新 スポ・ 24 合理化・ 12 高祖番組 

一一 8 局長音・ 10 局再編，         1 役員 担変 

(1)  1 新 スポ   8  局長 替 8 社 2.86% 
(1)  1 菊 『スポー --10 局再編 8 社 :  2.86% 
(3) 1 新 スポ   1 役員 担変 6 社 2.14% 
(4)  18 イメージ一一 10 局再編 5  社 1,79% 
(4)  8 副 業   10 局再編 5 社 1.79% 
(4)  1 新 スポ   3  役員 若返 5 社 1.79% 

(1.43%) 
(1.43%) 
(1.43%) 
(1.43%) 

2 ] ■ ユ 13.23% 
(18.95%) 

⑧ テレビネット 系列 TBS  l4 社 

チェック総数 240 

1 新 スポ・ 17 口一カル・ 3 営業マン 

  8 局長 替 ・ 10 局 再編・ 1 役員 担変 

(1)  17 口一カル   8 局長 替 6 社 2.50% 
(1) 1 新 スポ   10 局再編 6 社 2. 掬 % 
(3)  1 新 スポー 一 8  局長 替 5 社 2,08% 
(3)  3 営業マン一一 8 局長 替 5 社 2.08% 
(3)  24 合理化   10 局再編 5  社 2.08% 
(3) 17 口一ヵル一一 1 役員 担変 5 社 2.08% 
(7)  24 合理化   8  局長 替 4 社 1.67% 
(7) 18 イメージ --8 局長 替 4 社 1.67% 
(7)  3  営業マン一一 10 局再編 4  社 1.67% 
(7)  3 営業マン一一 1 役員 担変 4 社 1.67% 
枠覚教 3 集中度 20 ・ 0% 

㊨ テレビネ 、 ット 系列 e  x  ェ Ⅰ 社 146 

9 関連技術・ 1 新 スポ・ 8 副業 

  21 関係会社・ 8 局長 局再編・ 替 ・ 10 22 世   
向 ・ 29 不明 

(1)  9 関連技術   21 関係会社 5 社 3.42% 
(1)  1 新 スポ一一 21 関係会社 5 社 3.42% 
(1)  18 副 業一一 21 関係会社 5 社 3. 佗 % 
(4)  17 口一ヵル一一 21 関係会社 3 社 2.05% 
(4)  9 関連技術一一 8 局長 替 3 社 2.05% 
(4)  9 関連技術一一 10 局再編 3 社 2.05% 
(4)  9 関連技術一一 22 出 向 3 社 2.05% 
(4)  8 副 業一一 22 出 向 3 社 2.05% 
(4)  1 新 スポ   29 不 明 3 社 2.05% 

(1.@37%) 
1 Ⅰ 3 22.@56% 

(23.93%  ) 

⑧ テレビネット 系列 ANB  g 社 145   
工新 スポ・ 18 イメージ・ 5 代理店 

一一 10 局 再編・ 8 局長 替 ・ 1 役員 担変 

(1)  1 新 スポー 10 局再編 5 社 3.45% 
(2)  Ⅰ 8 イメージ -- 丑 0 局 再編 4 ネ土 2.76% 
(2)  5 代理店 --10 局再編 4 社 2.76% 
(2) 12 蔑視番組一一 10 局再編 4 社 2.76% 
(2) 12 高祖番組一一 8 局長音 4 社 2.76% 

く 2,07%  Ⅰ 

(2.07%  Ⅰ 

(2.07%  Ⅰ 

(2.07%) 
(2.07%  Ⅰ 

14.49% 
く 24.84%  Ⅰ 

2
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⑰ テレビネット 系列テレビ東京 3 社 

チェック総数 55 

1 新 スポ・ 12 高祖番組， 3 既存スポ・               7 ネッ   
ト局 ・ 9 関連技術 

一一 10 局再編・ 1 役員 担変 ・ 5 事業本部・     21 
"" Ⅰ 
関係会社 

(1)  1 新 スポ一一Ⅱ 0 局再編 3  社 5.45% 
(2)  12 高祖番組 -@  10 局再編 2 社 3,64% 
(2)  24 合理．化 -- Ⅱ 0 局再編 2 社 3.64% 
(2)  1 新 スポ一一 1 役員 担変 2 社 3.64% 
(2) 12 言祝番組 ミ一 1 役員 担変 2 社 3.64% 
(2) 9 関連技術一一 1 役員 担変 2 社 3.64% 

(2)  1 新 スポ一一 5 事業本部 2 社 3.64% 
(2) 12 言祝番組一一 5 事業本部 2 社 3.64% 
(2) 9 関連技術一一 5 事業本部 2 社 3.64% 
(2)  1 新 スポ一一 21 関係会社 2 社 3,64% 
枠覚教 3 I.I 集中度 38.21% 

⑱ テレビネット 系列 泉城 U 局 放送 6 社 

97 
1 新 スポ・ 12 高祖番組・ 8 副業   
一一 10 局 再編・ 9 戦略部門・ 1 役員 担変 ・ 6 一 

事業本部 
(1)  1 所スポ - 一 10 局再編 5 社 5.15% 
(2)  1 新 スポ一一 9 戦略部門 3 社 3.09% 

(2.06%  Ⅰ 

(2.06%  Ⅰ 

(2.06%) 
(2.06%  Ⅰ 

(2.06%  Ⅰ 

(2.06%  Ⅰ 

(2.06%  Ⅰ 

(2.06%  Ⅰ 

8.24% 
(24.72%  Ⅰ 

⑳ テレビネット 系列 その他 ( ラジオ ) 21 社 

252 
1 新 スポ・ 12 高祖番組・ 16 視 ニーズ 

一一 29 不明・ 9 戦略部門・ 10 局 統合 

(1)  1 新 スポ一一 29 不 明 8 社 3.17% 
(2)  1 新 スポ --10 局再編 6 社 2.38% 

(2)  1 新 スポ一一 1 役員 担変 6 社 2.38% 
(2)  1 新 スポ一一 8 局長暦 6 社 2.38% 
(5)  1 新ヌ 、 ポ 一一 9  戦略部門 5  社 1,98% 

(5) 5 代理店一一 9 戦略部門 5 社 1.98% 
(5)  12 高祖番組一一 10 局再編 5  社 1.98% 

(1.59%) 
(1.59%) 
(1.59%) 

Ⅰ 上 2 16.25% 
(21.02%) 

⑳ 筆頭株主 個人 lW 社 

チェック総数 171 

Ⅰ 新 スポ・ 24 合理化・ 5 代理店 

一 29 不明・ 2m 関係会社・ 10 局 諒 玉田内 
(1j  1 新 スポ - 一 29 不 明 5 社 2.92% 
(2)  ェ新 スポ一一 21 関係会社 4 社 2,34% 
(3)  18 イメージ一一 29 不 明 3 社 1,75% 
(3)  9  関連技術 一 29 不 明 3 社 1.75% 
(3)  24 合理化一一 21 関係会社 3 社 1.75% 
(3)  5  代理店一一 10 局再編 3  社 1.75% 
(3)  1 新 スポー づ 2 出 向 3 社 1.75% 
(3)  1 新 スポ一一Ⅰ役員 担変 3 社 1.75% 

(1.17%) 
(1.17%) 

枠覚教 2 2 集中度 15.76% 
(18.1%) 

⑨ 筆頭株主 地方公共団体 11 社 143 

1 新 スポ・ 12 頁 視 番組・ 5 代理店 

一 -10 局再編・ 29 不明・ 8 局長 9 替 ・ 戦略部 
Ⅰ 
目巳 

(1)  1 新 スポー 10 局再編 5  社 3.50% 
(2)  ェ新 スポ一一 29 不 明 4 社 2.80% 
(3) 12 高祖番組一一 10 局再編 3 社 2.10% 
(3)  2  既存スポ一一 10 局再編 3  社 2,10% 
(3) ェ新 スポ一一 8 局長 替 3 社 2.10% 
(3)  5 代理店一一 8 局長音 3 社 2.10% 
(3)  1 新 スポ一一 9 戦略部門 3 社 2.10% 
(3) 12 頁 視 番組一一 9 戦略部門 3 社 2.10% 
(3) 1 新 スポ一一 1 役員 担変 3 社 2.10% 
(3) 12 言祝番組一一 1 役員 担変 3 社 2.10% 

Ⅰ・ ム 4 23.1% 

⑫ 筆頭株主 新聞社 15 社 231 

1 新 スポ・ 12 高村番組・ 24 合理化   
一一 10 局 再編・ 1 役員 担変 ・ 8 局長 替 

(1) 1 新 スポーⅡ 0 局再編 8 社 3.46% 
(2)  24 合理化一一 10 局再編 6  社 2.60% 
(3)  12 島 視 番組一円 0 局再編 5 社 2.16% 
(3)  17 口一ヵル一 ， Ⅱ 0 局再編 5  社 2.16% 
(3)  1 節スポ   1 役員 担変 5 社 2.16% 
(3) 12 島 視 番組   Ⅰ役員 担変 5 社 2.16% 
(3)  1 新 スポ一一 8 局長 替 5 社 2.16% 
(3)  ェ新 スポー づ 1 関係会社 5  社 2.16% 

(1.73%) 
は ． 73%  ) 

1.1 ]. Ⅰ 19.02% 
(22.@48%) 
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⑱ 筆頭株主 放送会社 5 社 ⑨ 筆頭株主 複数株主 14 社 
チェック総数 60 チェック総数 225   

9 関連技術・ 2 既存スポ・ 17 口一か し   Ⅰ 新 スポ・ 12 高祖番組・ 8 副業 

一一 10 局再編・ 1 役員 担変 ・ 8 局長 替 一一 10 局 再編・ 1 役員 担変 ・ 8 局長   替   ・   9 戦   
(1)  1 新 スポ - 一 10 局再編 3  社 5. ㏄ % 略 部門 
(2)  2 既存スポ一一 10 局再編 2 社 3.33% (1)  1 新 スポーⅡ 0 局 再編 7 社 3.11% 
(2) 9 関連技術一一 1 役員 担変 2 社 3.33% 
(2) 17 口一カル一一 1 役員 担 ， 変 2 社 3.33% 

(2)  12 言祝番組一一 10 局再編 5 社 2.22% 
(2)  1 新 スポーⅠ役員 担変 5 社 2.22% 

(2) 9 関連技術一一 8 局長 替 2 社 3.33% (2)  1 新 スポ   9 戦略部門 5 社 2.22% 
(2) 17 口一ヵル一一 8 局長 替 2 社 3.33% (5)  1 所スポ   8 局長 替 4 社 1.78% 

(1.67%) (1.33%) 
(1.67%) (1.33%) 
(1.67%) (1.33%) 
(1.67%) ⅠⅠ． 33%  Ⅰ 

枠覚 教 1 集中度 21.65% (1.33%) 
(28.33%) 枠覚 教 1.1 集中度 11.55% 

(18.2%) 

⑭ 筆頭株主 一般株式会社 15 社 280 ⑱ 筆頭株主 公表せずなど 9 社 105 

1 新 スポ・ 18 イメージ・ 9 関連技術 ュ新 スポ・Ⅰ 2 高祖番組・ 8 副業・Ⅰ 8 イメージ 
・Ⅰ 

  8 局長 替 ・ 10 局再編・ 1 役員 担変 ・ 24 合理 イヒ 

(1)  Ⅰ 新 スポ   8 局長 替 8 社 2,86% 一一 10 局 再編・ 29 不明・ 8 局長音 
(2)  1  新 スポ   10 局 再編 7  社 2.50% (1)  Ⅰ 新 スポーゴ 0 局再編 3  社 2.86% 
(3) Ⅰ 8 イメージ一一 - 8  局長音 6  社 2.14% (1)  1  新 スポ   29 不 明 3  社 2.86% 
(4)  18 イメージ   ェ 0 局再編 5 社 1.79% (1) 12 高祖番組一一 29 不 明 3 社 2. ㏄ % 
(4)  1 新 スポー 1 役員 担変 5 ネ土 1.79% (1)  12 頁 視 番組一一 8 局長 替 3 社 2.86% 
(4) 18 イメージ   1 役員 担変 5 社 1.79% (1.@90%) 
(4)  1 新 スポ   9 戦略部門 5 社 1.79% (1.90%) 

(1.43%) (1.90%) 
(1.43%) (1 的 0%) 
(1.43%) (1 円 0%) 

1 14.66% (1. ㏄ %) 
(18.95%) 11. 佃 % 

(22. 解物 ) 

注 ㈲ まず，チェック 数で上位 3 位までの経営戦略策定 一 経営組織変更を 掲げた・『 一 『は同じ順位 

を 示す．項目の 前の番号は，アンケート 問 3 と問 25 の中の質問項目の 番号であ る ( 拙稿「経営 

戦略とリーダーシップ (1) 」， pp.89,  97). 

(2) 次いで．クロス 数の多い順に 戦略策定一組織変更項目ベスト 10 を列挙した・アンダーラインは ， 

上位 3 位までの戦略策定および 組織変更に入らない 項目を示し ， 「 ち らばり」の一つを 意味す 

る ． ただし 3 項目めが 4 項目以降のものと 同じ順位であ っても， このことを考慮できなかっ 

た 目 ． 

(3) 枠覚数は， 圃 2) の「 ち らばり」の項目の 数の合計であ る． 

(4)  ( ) 内の数値は ， 次に来るはずであ った項目のクロス 数の比率であ る・すなわち ，ベスト 10 に 

は 数が多くて丁度 10 になる よう に 納り 切らないので ，次に来るはずの 項目を除いたが ， タイプ 

比較のために ，次に来る項目が べ スト 10 に 細 ったと仮定したときの ，そのクロス 数の比率 ( 総 

チェック数に 対する ) を ( ) 内に掲げた．集中度の ( ) の数値は，これらの 仮定の比率を 加算 

したものであ る． 
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ただし枠覚 教 3) であ る・ U 局は， 局数 が多 

く， また規模，地域性などが 広範囲に 亘り ，極 

めで分散的であ るにも拘らず ，このように 集中 

的であ るのはなぜであ ろうか・ とくに， (l)t 新 

スポー 10 局 再編が 15 社， 3.68% と 高 い 数値を示 

すのを見ると ，選択できる 組織変更手法が 意外 

に制約されているのかもしれた い ・ また，組織 

変更しないことを 示す「不明」も 少なくない・ 

戦略策定のさいの ER-Sw  が多様であ っただ 

げに，集中する 理由が明確でない・ 

他方， V 局は，規模が 大ぎく画一的と 思われ 

るが，集中度は 低い (17.43%). 社数が 7 社で 

あ り，戦略策定のさいには 集中度が高かったの 

に， (1) ェ新 スポー 1 役員 担変 4 社， 2.58% が 最 

高値であ り，多様な組織変更方式を 伺 う ことが 

できる・ 

V 局では，集中度が 17.43%, 会社数 7, チ 

ヱック 総数 155,  そして「不明」 5  であ り， 他 

方 ， U 局では，集中度 が 20.36%, 会社数 31, 

チェック総数 408, そして「不明」 31 であ る・ 

そこで， 多様性を見るためにクロスの 項目数を 

数えると， V 局 119( 他に不明 5), U 局 178( 他 

に不明ェ 5) となり， U 局の方が多様であ ること 

がわかる・ 要するに， ベスト 10 では V 局が多様 

性を，全体としては U 局が多様性を 示している・ 

U 局についていえば ， 全体として多様な 引 v- 

OC 適合の中から ，ベスト 10 としては集中的に 

採用する手法が 存在したということであ る・ 

(2) 地域別の SW-OC の集中度と多様性 

次に， 地域別タイプを 見ること K= しょう・ こ 

のさい，表 83p こ よると集中度の 高いのは，関東 

・甲信越・静岡 ((28.13)) であ り， これが 低 

いのは， 北海道・東北 ((17.26), 枠覚 教 1) 

と東京 ((17.98), 枠覚 教 1) であ る・ ER-SW 

のケイス と 逆になっているが ，何が逆転させる 

論理なのであ ろうか・ 

関東・甲信越・ 静岡で集中度が 高いのは， こ 

こに U 局が多いからであ るが，「不明」が 組織 

変更第 3 位と高いところから ，組織変更手法に 

制約があ ることは推定できる・ 次に，東京で 集 

中度が低いのは ， ここに V 局が多いからであ 

る，会社数の 少ない中ではあ るが， V 局の多様 

な 訊 V と OC を，われわれの 作ったマトリッ 

クス表さらにはその 原簿から読みとることがで 

きる・要するに ，全体としての 多様性とべスト 

10 としての多様性とが 併存するということであ 

る 

同様に集中度が 低 い 北海道・東北では ，最高 

の「 新 スポ一局長 替 」と「 新 スポ一局再編」が 

14 社中 4 社 2.09% という低さで ( チェック総数 

191) あ り，特定の筑Ⅴ -OC の適合皮がいかに 

低いかが理解できる・なぜ 集中度が低いのであ 

ろうか・北海道の 14 社の中心は， U 局 (6 社 ), 

開局年 50 年代 (5 社 ), 資産総額「 中 」 (6 社 ), 

営業収益「 中 」 (6 社 ), 利益「 大 」 (4 社 ), 従 

業員数「 中 」 (5 社 ) であ り，「 中 」段階が少な 

くない・ これらの要因を 次項で分析してみよ 

う・概括的にいえば ，次の表 84 から理解できる 

よう に， グループのもっ 性格から「 申 」段階で 

は，集中度が 低く表われている・ 

(3) 黄塵総額 別 ，営業収益 別 ，当期利益 別 ， 

および従業異数 別の SW-OC の集中度 

SW-OC ベスト 10 の集中度を，資産総額 別 ， 

営業収益 別 ，当期利益 別 ，および従業員数別に 

見るために，表 84 を作製した・ 表 84 に よ ると， 

これらの 4 つの部門において ，集中度の高いの 

は「 小 」の段階であ り，集中度の 低いのは「 中 」 

と「 大 」の段階であ る・すべての 段階を通して 

見ると， 「 小 」の段階で高い 集中度， そして 

「 中 」と「 大 」の段階で低い 集中度であ り，大旨 

集中度が高いところから 低いところへ 傾斜線を 

画いている・この 問題を次に解明していきたい   

3. SW-OC ベスト 10 項目の集中度と 多様性 

一一ベスト 10 項目集中度高低の 意味 

(1) 営業収益「中丁」と「 中 」のタイプ別 構 

成 

表 S4 にみる よう Ⅴ こ ，集中度は「 小 」において 

高く，「 中 」と「 大 」において低い・ しかも， 

この傾向は，全体を 通じて大旨明確であ る・ 小 
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表 84 SW-OC ベスト 10 の集中度 ごとく，次のとおりであ る・山中丁 10 (U 局 4, 
一一発塵籠 額 ，営業収益， 当期利益， 

および従業負数一一 

姥 。 

42 

40 

38 

36 構瀕声拳 

34 

32 

30   
28 

26 

24 
筏垂駐 

22 ㌔。 従業員数 
20 

営業収益 
18 資産総額 

Ⅰ 6         ，当期利益 
久ま 員 小 中下 中 中上 天 

ラジオ 6), 中 19 ( 兼営 局 2, V 局ェ ， U 局 14, 

ラジオ 2), (2) 中丁 10 a 北海道等 3, 関東等 2, 

3 。 九州等 1), 中 19 a 北海道 

等 6, 関東等 4, 近 1, 中国等 4. 九州等 

4), (3 片 下 10 ( 泉城 U 局 4, ラジオ 6), 申 19 

(NTV8, TBS2, CX3, ANB4, ラ 

ジオ 2) し (4 片 下ェ 0 ( 個人工，地方公共団体 3, 

新聞社 1, 複数株主 3, 公表せず 2), 中 19( 個 

人工，新聞社 5, 放送会社 2, 一般株式会社 

4, 複数株主 5, 公表せず 2). すなわち，「中 

丁」はラジオと 泉城 U 局であ り，「 中 」は NT 

V と ANB 系の U 局が多いといい うる ・ 

(2) 営業収益「中丁」と「 中 」との SW-OC 

の 共通項目と独自項目 

明らかに性格の 異なるグループの 営業収益 

「中丁」と「 中 」段階の民放 社は， 執 Ⅴ -OC の 

集中度を異 に している・ その異なる集中度の 意 

益
 

額
 

 
 ｜

利
員
 

収
 

産
総
 

業
 

弓
 斯
業
 

営
 

資
 

税
 当
役
 

小 10 億円未満㈹，中丁 10 ～ 25 億円㈹， 

中 25 ～ 50 億円㈲，中上 -  50 ～ 1 ㏄億円② ， 

大工㏄億円以上．㈹ 

小皿億円未満㈹ ，中丁 10 ～ 25 億円 00 ， 

中 25 ～⑪億円 09, 中上㏄～ 1 ㏄億円㈲・ 

大 1 ㏄億円以上㈹ 

欠損 09, 小 1 億円未満㈹，中丁 ¥ ～ 3 億 
円 ㈹， 中 3 ～ 5 億 刊 8), 中上 5 ～ 10 億円 

㈹， 大 Ⅲ億円以上㈹ 

小的人未満㈹ ，中丁 50 ～ 100 人の， 

中 1 ㏄～ 2 ㏄ 人 M9, 中上 200 ～ 3 ㏄ 人 ㈹， 

大 3 ㏄ 人 以上㈹ 

注 ( ) 内は社数であ る   

さい会社は，組織変更選択が 限られており ， 太 

きい会社は・その 多様化が図られているといっ 

てよいのであ ろうか・ ここで，営業収益の「中 

丁」と「 中 」の段階を比較検討することにしよ 

う・集中度に 大きな差異があ る・ また，先に 

ER-SW  の関連でも，表 13 のごとく同じ 比較を 

したところであ り， ER-SW  と餌 V-OC との 

相互の比較にも 役立つものと 思われる・ 

営業収益の「中丁」と「 中 」は， それぞれ 托 

社と Wg 社あ り， その構成は， すでに 表 14 C 「経 

営戦略とリーダーシップ (2) 」， p. 縫 ) で示した 

抹 するところは ， どのようなものであ ろうか・ 

表 85 「営業収益日中丁 ] . 『 中 』段階の飢Ⅴ -OC 

項目 数 と独自項目の 集中度」から・ 筑 Ⅴ -OC の 

チェック項目敏 ( クロス項目 数 ) と チェック 総 

数 ( ク P ス 総数 ) とは，「中丁」が 82, 140 ，そ 

して「 中 」が 145, 26 であ る・項目数はそのま 

ま多様性を示す・ 後者の「 中 」がそれぞれ 多い 

のは， 会社数が 19 と多 い ために， 1 つの SW- 

OC に複数の会社がチェックする 度数が多いた 

めであ ろう・ もっとも会社数が 多いと，集中度 

が低くなるとは 必ずしもいえないことは ，表組 

の営業収益「中上」を 見るとき い い うる ・ 

ここで，「 中 」が多様な SW-OC 選択を行な 

うという集団的性格を 明らかにするために ， 

SW-OC 項目の共通項目と 独自項目を列挙する 

ことにしょう・ 表 85 に ょ れば，「中丁」バルー 

プと「 中 」バループは ， 23 の経営戦略策定項目 

について， 510 組織変更の共通項目と ， それぞ 

れ 31 と 94 の独自項目を 選択している・たとえば ， 

11 「電波 料 政策」については ，組織変更項目の 

1 「役員担当制の 変更」と 10 「 局 ・ 部 ・課の再 

編成」に両者がチェック し， 6 「事業本部 制の 
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表 85 営業収益「中丁」・「 中 」段階の SW-OC 項目敏と独自項目の 集中度 

l チェック数 
  sw-oc 組織変更項目敏 適合の経営   チェック数 

  

く中 - ト ン く 中丁 ノ く中ノ   く中ノ 

金 猫 独 兵 含 油 木 
経営戦略策定の 項目 体 育 自 適     体 自 明 

工 新 ス ポ 開 拓 28 7 6 4 

2 既 ス ポ働き か け 12 2 2@ 4 64   5 3 

13 2 1 

3 営 業 マ ン 増 強 9@ 5 3 3 3 3 (1) Ⅰ 0 2 ⅠⅠ 

4 販 売 拠 点 拡 大 ] 上 ■ Ⅰ l よ ・・・ 1 6 (1) 7 5 1 

5 広告代理店関係 10 Ⅰ 1.1 4 4 5  (1) 15 5 Ⅰ 人 

8 副業関係会社事業 Ⅰ 2 5 4 3 4 4 12 5 

9 関 連 技 術 事 業 2 5 2@ 2 2@ 10@ (1) 23@ 17 2 

Ⅱ 電 波 料 政 策 4@ 2 2 2 4 2 6@ 4 

12 高視聴率番組開発 19 6 4@ 5 5 2  (1) 1 Ⅰ ア Ⅰ 2 

13 商 賈 番 組 開 発 ⅠⅠ 1 Ⅰ ll Ⅰ 

14 データ完備番組編成 3 4 2 1.1 ⅠⅠ 2 2 4 

15 採 算 番 組 強 化 2 2 2@ 6 12 8 

16 視聴者ニーズ 応答 8@ 2 2@ 5 5 4  (1) 10 3 1 

17  口 一 カルジャーナリズム 8 4 4 5  (1) 17@ 5@ 2 

18  イ メ   ン @ 2 8 2@ 4 4 7 (1) 32@ 15 2 

19 送 信 技 術 向 上 1  (1) 1.1 ]. Ⅰ 

20 各種技術研究開発 3 3@ 3 

21  制 作 費 削 減 Ⅰ (1) 2 2 

22 番 組 の 質 維 持 4 4@ 4 

24 管 理 上 合 理 化 8  2 4 2 4 8  (1) 15 8 % 

25  企 業 集 団 化 7 10  10 

26  R オ 
  
フ - ク 2 2 2 

27 配当維持株主報酬 4 4  4 

ム口 計 
31  51 51  94(13) 246@ 109@ 20   44.31% 

注 項目に複数の 会社がチェックするので ，項目敏 と チェック数は 異なる・ 

項目数の多さと 比率は，そのまま 多様性を示す． く中ノ では，独自項目数の 全体に 
占める比率が ， 44.31% と高く，多様な 組織変更をしていることを 示す・ 

廃止」と 9 「戦略部門強化」に「中丁」バルー チェックすれば ， その項目の高い 比重が明らか 

プが ，そして 5 「事業木部制の 設置」， 8 「 局 となる・表 86 「営業収益 F 中 下山・ F 中山段階の 

長の交替」， 21 「関係会社・ 子会社の再編」， そ 釘 Ⅴ -OC チェック数とその 集中度」によれば ， 

して 22 「従業員出向の 増加」に「 中 」バループ 1 つの SW 一 loC 項目に複数チェックした 社数 

が ，それぞれチェックしている・ ( 表 85 注を参 を掲げてあ る・その関連で ，共通のチェック 数 

昭 @@@¥ ● Ⅰ が ，「中丁」 99, 「 中 」 u7 となっていることが 

(3) 共通部分のシェアの 違いと独自部分の 多 わかる・ ただし 「 中 」の場合， 独自部分との 

様 性の実態 関係でシェアが 大きくなるとは 限らない・聡チ 

次に ， 1 つの SW-OC 項目に数多くの 会社が ェック 数で除した集中度は ， 「中丁」共通 70.71 
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表 86. 営巣収益「中丁」・「 中 」 段畦の SW-OC チ エック数とその 集中度 

1  つ の 

SW-OC 

項目にお 

けるチェ 

、 ソ ク数 

8 

7 

6
5
 

4
 

3
 

計
 

2
 

エ
 

合
 

l 「中丁」 

該 チ 
当 ヱ 
項 ッ 

目 ク 

数 数 

Ⅰ 0  20 

21@ 21 

  

独自 

チ集 
ヱ中 
ッ度 

ク 数色 （ 

14.29 

15. ㏄ 

29.29 

    

  
1.I 

2 

2 

8 

11 

27 
  

    51 

「 中 

チ 
エ 

  
ク 

    数   
8 

10 

8 

24 
(101 

22 

27 

99   

  下 」共通 

チ数比 チ集 
ェに率 ヱ中 

  
  

5.71 

3. 

2 

2 
土 28 

]. Ⅰ 

0 

  

 
 

5.71 

7
6
 

5
8
 

M
 

文
典
Ⅱ
 

7. 14 

  17.14 
5.71 

;%  ) 

15.71 

19.29 

70.71 

  
「 中 」共通 

該 チ チ 数 比 
当 ェ ェ に 率   
数 数 総る 

I.I 8@ 3.25 

I.I 7@ 2.85 

I.I 6@ 2.44 

4@ 16@ 1.63 

12  36  Ⅰ． 22 

12@   24@ 0.81 

20@   20@ 0.41 

    51117     

チ集 
エ中 
え度 
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5
 

 
 

 
 
 
 

7
.
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Ⅰ
Ⅰ
 

4
 

該
当
項
目
敏
 

「 中 」独自 

チ チ集 注 
エ ェ中 
Ⅰ ノ Ⅰ ノ Ⅰ 吏 

  記 

1
.
1
 

2
 

6
 

4
 

I
.
I
 

Ⅰ
 
エ
 

 
 

44 

63 

66 
） 

38 

20 
  
31 

一
一
一
一
 

五
人
Ⅰ
上
文
し
 
り
フ
 

8
 

 
 

 
 

8
 

I
.
I
 

  

  

4 

4 Ⅰ 

  

注 29.29%  +  70.71%  二 1 ㏄ % 47.56%  十村． 31%  +  8.13  ( 不明 命 )=  1 ㏄ % 

拓 ，独自 29.29% であ り，「 中 」共通 47,56%, 当制 変更」・「 9 関連技術事業 一 8 局長交替」， 

独自 44,31%  ( 不明命 8.13%)  となっでいる・ およびⅡ 8 イメージー 9 戦略部門強化」であ 
  

表 86 について上位 10 項目の集中度を 合計すれ る・ さらには， 「中丁」にも 独自部分があ るの ば ，表 83 の上位 10 項目集中度と 符合する・ と く せこれを超える 部分，すなわち 2 個のチェック 
  

に ，「 中 」についていい うる (19.11%  ).  「中 の 4  項目 (14 一 10 々  4)  と 1  個のチェックの 41 項 

下 」についていえないのは ，表 83 の作り方によ 目 (62 一 21 二 41) が， 「 中 」バループの 多様化に 

る ・表 83 は， SW  と OC の各上位 7 項目の ク口 貢献している 項目であ るといえよ う ・ これは， 

スさ 行なって べ スト 10 を選んでいる・ しかし 泉城 U 局と ラジオの系列であ る「中丁」バルー 

表 86 は，全項目から 選んでおり， 17 円 0 ， 1840 ， プ工 0 社 と，       ビ 東京と泉城 U 局を除くすべて 

および 簗丑 03 つの項目は，表 83 の べ スト鳴 の系列に属する「 中 」バループ 19 社との性格の 

にはぎりぎりのところで 入ることができない． 相違にもとづくものと 考えられる， 

さて，Ⅰ 中 」のバループで 独自部分は 44.31% なお，先の V 局と U 局の分析のように ，ベス 

と大きいため ，共通部分が 低い集中度の 数値と ト 10 項目の集中度 と ，全体のクロス 項目 数 の 集 

なっている ( チェック数は 多いが ). これは，文 中度とが，異なる 結果を示すことがあ るので， 

字通り，組織変更の 多様性を意味し ，そのグル 注意を要する・ 

一プの 独自性を示唆している ，具体的には ， 6 

個の チェックのあ った「Ⅰ 8 イメージー 8 局長交 4. 民放 社 0 タイプ別 SW-OC ベスト 10 車 

替 」， 4 個の「 9 関連技術事業 一 21 関係会社・ 子 目の内容 

会社再編」， 3 個の「 9 関連技術事業 一 1 役員 担 (l) SW-OC ベスト 10 項目の操業度分析 
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(a) この $V-OC の営業収益分析において 

は， 完全な共通項目は 存在しない・ それという 

のも，「 小 」の段階のべスト 10 は，「不明」項目 

つまり「組織変更をしていない」等の 理由で無 

記入の会社が 多く， この段階で連続性が 切れて 

いる・ いわば，「 小 」会社では組織無関係の 会 

社が多いのであ る， 

(b) 「 小 」を除いた 4 段階において 共通の項 

目は， わずかに「 ェ新 スポー 10 局再編」であ 

る ・この項目は ， 4 段階にわたり ，集中度は低下 

するものの，適合性をもって 採用されている・ 

(c) 2 段階を欠くが ，「 中 」から「 大 」へか 

けた 3 段階にわたる 項目は， 「 t 新 スポー 8 局 

長交替」であ る・ この範囲では ，局長交替の 組 

織 変更が多く見られるためであ る・ 

(d) 2 段階で連続しているのは ， 「 1 新 スポ 

ー 21 関係会社」と「 1 新 スポー 1 役員 担変 」で 

あ る・前者は中と 中上，後者は 中と中丁にわた 

っている． 

(e) ただし後者の 1 Ⅱは，連続はしていな 

いが，「 大 」の段階でも 高い比率で現われてい 

る・ このことを図表でほ ， 点線で示してあ る・ 

ョド 連続ではあ るが， 2 点を結んでいるものは ， 

その他に，「 1 新 スポー 9 戦略部門」，「 12 頁 視 

番組 一 1 役員 担変 」， および「 17p 一ヵルー 8 

局長交替」であ る・ 

(f) 各段階にしか 表われない独自項目は ， 

「 大 」では 12 巧 ， 24 噌 といった局長交替関係， 

「中上」では 5 Ⅰ 0 ， 2440 といった 局 再編関係， 

「 申 」では 18d0 ， 18 毬 ， 18 円といった 々ノー 

、 ジ 関係， そして「中丁」では 2 り， 5 り ， 12 り 

といった戦略部門関係が 多い・ 「 小 」では， 上 

述 のごとく，「不明」 ( 無記入 ) が多く，組織変 

更に無関係が 多い・ 

以上，営業収益の 何れの段階でも 出現する共 

通の項目は， その比重の重さにょり 民放 社 全体 

で重視されている SW-OC 項目であ る・他方 独 

自 項目は，当該操業度で 取り上げられている 
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SW-OC 項目であ る・両者の関係は 興味深い   サ ー を開拓して収入を 増やす」戦略のために ， 

( なお， この べ ストⅠ 0 項目は，当初冬 7 項目の 各種の組織変更を 行なっている・ それは，周高 

SW-OC のクロスの範囲で 選択する． しかし 編 ，役員 担変 ，局長交替，関係会社といった 組 

7 項目以外の項目でも ，ベスト 10 に相当する チ 織 変更であ る・ 

ヱッ ク数の項目があ る・ このさい，「 小 」で 2, 民放 社 のこのような SW-OC 適合は ，表 ㏄ の 

「中丁」で 3, そして「中上」で 2 項目あ る． 左側のような ER-SW  適合に応ずるものであ 

これらの追加により ， 2 段階に 亘る ケイスが 2 る ・すなわち， 税 改革，広告停滞， 各 局 化 ， 低 

っ あ るが，共通項目になることはない． ) 成長，制作費高騰などの 環境認識に基づいて ， 

(2) 民放 社 全体の SW-OC ベスト 10 項目 新 スポンサ一の 開拓などの戦略策定を 行ほうと 

  タイプ数と社数一一 い う 実践に対応するものであ る   

民放 社 0 タイプ全体としてまたタイプ 別に ， 民放 社 では， この ょう に各種の環境認識に 対 

SW-OC の内容を具体的に 明らかにする 作業に して異なるあ るいは同じ戦略策定を 行な い， さ 

入ることにしたい・ まず，民放 社の タイプ全体 らに各種の戦略策定に 対して異なるあ るいは 同 

として， どのような SW-OC の項目が多いかを じ 組織変更を行な う のであ る・ その中心的態様 

調べるために ，表 88 「民放社の環境認識一戦略 は，表 88 のとおりであ る・ 

策定一組織編成のべスト 10 項目」の右側部分を (3) 民放 社 における SW-OC ベスト 10 車 

見たい・ 「 ェ新 スポー 10 局 再編」は， 46 のタイ 目の全容 

プ のうち 42 において べ スト 10 に入っている． し 上記の表㏄は ， 表 89 「民放 社 における SW- 

かも，チェックした 会社の数を数えると 276 で OC ベスト 10 項目の全容」から 抽出し作成した 

あ り，これは， 8 人タイプで除すると ，回答 社 ものであ る・ 民放社の経営者は ，各種の sw 一 

83 のうち平均 35 の会社が，つまり 41.6% の会社 OC マトリックスに 直面している・その 主要な 

がこの Sw-oC 項目を採用していることがわか もの ( タイプ別ベスト 10 に 1 回でも出現したも 

る ・全体を見ると ，民放 社は ，「新しい スポソ の ) は ， 表 59 のとおりであ る・民放 社は ， この 

表 88  民放 社 の 俺な俺抽 一職時策定一組 俺細成 のべスト 10 項目 
  

ER-SW  項目         社 数 SW-OC 項目 タイ プ数 社 数 

㈲ 19 税 改革一一 1  新 スポ 46  44 刈 56,  67.5%)  (1)  1  新 スポ   10 局再編 42  27 引 35,  41.6%) 

(2)  3  広告停滞一一工 新 スポ 43  399( 舶 ， 60 ・ 2%)  (2)  1 新 スポ   1 役員 担変 30  156(20 ，㌍． 5%) 

(3)  7  多 周礼一一工 新 スポ 郎 346( 佃 ， 53.0%)  (3)  工新 スポ 二 @  8  局長交替 28  168(21,  25.3%) 

(4)  2  低成長一一 1  新 スポ 29  22 引 28.  33.7%)  (4)  12 頁 視 番組一一 10 局再編 18  7 円 10 ， 11.6%) 

(5)  3 広告 低滞 一一 12 高祖番組 20  118(15, 18.1%)  (5)  1 新 スポ一一 21 関係会社 14  81(10, 11.6%) 

(6)  12 制作費一一工 新 スポⅠ 9  12 列 16,  19.3%)  (5)  工新 スポー 29 不 明 14  7 引 9,  10 ． 8%) 

(6) 19 税 改革一一 12 高祖番組 19  117(15, 18.1%) (7) 12 頁 視 番組一一 1 役員 担変 13  51(6, 7.2%) 

(8)  24 価値変容一 1  新 スポ 12  95(12,  14.5%)  (8)  1  新 スポー 9  戦略部門 12  65(  8,  9.6%) 

(8)  19 税 改革一一 24 合理 ィじ 12  86  (11,  13.3%)  (8)  24 合理化 - 一 10 局 再編 12  ㏄ (  7,  8.4%) 

(8)  7 多角化   12 高禄番組 12  71(9, 10 ・ 8%)  ㈹ 18 イメージ一一 10 局再編 10  55( 7,  8.4%) 

00  17 口一カル   8 局長交替 10  51( 6,  7.2%) 

注 タイプ数 46 はすべてのタイプで べ スト 10 に入っていることを 意味する． 
社数は，ベスト 10 項目にチェックした 会社数を合・ 計 したものであ る． 

括弧内の前の 数字は，タイプの 大分類 数 8 で除したもので ， 1 分類 83 社の中でのチェック 会社数 
を 示す・後の数値は ， 83 社において占めるチェック 会社数の比率であ る   56 社は，回答会社 83 のう 
ち 67.5% が採用していることを 示す． 
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ように各種の 膨大な選択肢の 中から，会社に 最 

適と考えられるものを 採用している・ 表 S9 の左 

側は，「戦略策定中心」のもので ， 14 分類 58 項 

目について， 多様な組織変更を 行な う 選択状況 

を 示す・ また表の右側は ，「組織変更中心」の 

もので， 10 分類 58 項目について ， 各種の戦略策 

定を前提として 一定の組織変更を 行な 5 選択状 

況を表わしている・ 

(4) SW-OC ベスト 103S 目のタイプ別類型化 

さて，民放 社 において， 各 単一の SW-OC だ 

けでなく，複数の 引 M-OC を 跡 づけ体系化する 

ことほできないであ ろうか・ われわれは， 表 Ⅱ 

( 「経営戦略とリーダーシップ (2), p.23) のよ う 

な 7 項目マトリックスの 引 V-OC 適合皮 表を 46 

のタイプについて 作成している・ また，表 83 で 

は， タイプごとに ， 3 項目マトリックスの 訊 Ⅴ - 

OC 適合項目を表示した・たとえば ，後者の場 

合，兼営 局は ，「 1 所スポ・ 17 口一カル・ 24 合 

理化 一 8 局長 替 ・ 10 局再編・ 1 役員 担変 」が 

SWl.SW2.SW Ⅰ OCl.oC2.oC, の内容であ 

る． 

表 Ⅱのように 各 7 項目を列挙すると ， タイプ 

共通の型を発見できるとは 思われず，類型化が 

困難であ る・ そのため， 2 項目について 類型化 

を試み， 3 項目についても 可能であ る場合には， 

これを求めることにした・つまり ， SW 、 ・ SW, 一 

OC 、 ・ OC2 について， タイプ別類型化を 試みる 

のであ る・ なお， 2 項目の類型化のさいに 困っ 

たことほ，順位が 同じ項目があ る場合であ る 

( たとえば，第 2 順位が 2 項目あ る場合， その 

2 項目は 3 番目に並ぶので 除外される ) が ， こ 

の場合止むをえず ，並んで かる 順序 ( 若 い 番号 

が先になる ) で前から 2 項目を選択した． 

表 90 「民放 社の タイプ別 SW 、 ・ SW に OC,. 

OC, 類型化一一戦略策定中， む 一一 」は，戦略 策 

定を中心とした 類型化で ， 大きくは 12 分類，小 

さくは 32 分類することができる・ これが類型化 

であ る・ とくに， ェ ・ 12 一 10 ・ 1 ( 新 スポ・高祖 

番組一局再編・ 役員 担変 ) と 1.12 一 10 ・ 29 

く新 スポ・高祖番組一局再編・ 不明 ) は，それ 

ぞれ ⑳従業中丁，⑰ テ 東京，⑫新聞社，および 

⑯ 複 株主， さらには⑧ 中 ・ 北 ，⑳利益 下 ，④地 

方公共，および⑯株主 他と ， 4 つのタイプにつ 

いて共通する 類型であ る． 

また，好ましいことに ， SW 、 ・ SW,.SW Ⅰ 

OC,.OC,.OC, という 各 3 項目の体系化も 一部 

可能であ る・これは， ェ ・ 12.2 一 1.8.10 ( 新 

スポ・言祝番組・ 既存スポ一役員 担変 ・局長交 

替・ 局 再編 ) であ り，⑥東京と⑳収益大の 類型 

であ り， も 5 1 つは， 1 .24.12 一 1 .8.10( 新 

スポ，合理化・ 高祖番組一役員 担変 ・局長交替 

・ 局 再編 ) であ り，⑬資産大と⑳利益人 が 符合 

する． 

次に，表 91 「民放 社の タイプ別 SW 、 ・ SW,- 

OC 、 ・ OC, 類型化   組織変更中心一一 」 ャま， 

組織変更を中心に 類型化を図ったものであ る・ 

大きくは 15 分類，小さく ほ 32 分類することがで 

きる・ これが類型化であ る．視点が異なるだ け 

で ， 内容は表 90 と 変らない． 

われわれは，先に 環境認識と戦略策定につい 

て， ER 、 ・ ER, 一 SW 、 ・ SW, の類型化を行なっ 

た・今回の戦略策定と 組織変更に関する SW,. 

SW, 一 OC 、 ・ OC, をこれに重ねて ，類型化の努 

力を払 う べきであ るが， 件 々 容易ではない・ し 

かし それぞれの類型化は ，一定の条件での 経 

営行動を明らかにするものとして 意味があ る・ 

とくに， タイプ別類型化は ，条件の異なるタイ 

プ ごとの同一の 経営活動を明らかにするので ， 

重要であ る．異なる条件の 下で，何故同一の 経 

営行動を採るかの 理由を・ 明らかにする 努力が 

今後必要であ ろう・ 

XVIIT. 経営組織変更のねらいと 組織問題 

1. 経営組織変更のねらいと 組織問題 

(1) 民放 社 全体の「経営紬織変更のねらい」 

の回答結果   組織変更は戦略適合のた 

めか 組棚 問題解決のためか 一一 

さて，経営戦略策定と 経営組織変更との 適合 

  注 ( 筑 V-oC) に続いて， 経営組織変更のねら 
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表 89  民放 社 における SW-OC ベスト 10 項目の全容 

戦略策定中心 組織変更中心 

SW づ C ダイブ数 社数 SW 一 OC タイプ数 

1 一 1 ( 新   ポ一役員 担変 ) 

1 一 3 ( 新   ポ 一役員 若返 ) 

1 一 5 ( 新   ポ 一事業本部 ) 

1 一 8 ( 新   ポ 一局長交替 ) 
1 一 9 ( 新   ポ 一戦略部門 ) 

1 一 10 ( 新   ポ 一局再編 ) 
1 一 21 ( 新   ポ 一関係会社 ) 
1 一 22 ( 新   ポ ー 出 向 ) 

1 一 29 ( 新   ポ ー 不 明 ) 

2 一 1 ( 既存スポ一役員 担変 ) 

2 一 9 ( 既存スポ一戦略部門 ) 
2 一 10 ( 既存スポ一局再編 ) 

3 一エ ( 営業マン一役員 担変 ) 

3.-- 8 ( 営業マン一局長交替 ) 
3 一 - 9 ( 営業マン一戦略部門 ) 

3 一二 0 ( 営業マン一局再編 ) 

3 一 29 ( 営業マン 一 不 明 ) 

4 一 10 ( 販売拠点一局再編 ) 

5 一 8 ( 代理店一局長交替 ) 

5 一 9 ( 代理店一戦略部「 9) 

5 一 10 ( 代理店一局再編 ) 
5 一 29 ( 代理店 一 不 明 ) 

8 一 10 ( 一 吊 Ⅰ 業一局再編 ) 
8 一 21 ( 一町 昌 業 一関係会社 ) 

8 一 22 ( 一 Ⅰ口目 美一出 向 ) 

9 一 Ⅰ ( 関連技術一役員 担変 ) 

9 一 5 ( 関連技術一事業本部 ) 

9 一 8 ( 関連技術一局長交替 ) 

9 一丁 0 ( 関連技術一局再編 ) 

9 一 21 ( 関連技術一関係会社 ) 

9 一 22 ( 関連技術 一 出 向 ) 

9 一 29 ( 関連技術 一 不 明 ) 

12 一 1 ( 高祖番組一役員 担変 ) 

12 一 2 ( 高禄番組一役員増減 ) 

12 一 5 ( 高祖番組一事業本部 ) 

12 一 8 ( 高祖番組一局長交替 ) 

12 一 9 ( 高祖番組一戦略部門 ) 
12 一 10 ( 高祖番組一局再編 ) 

12 一 29 ( 高祖番組 一 不 明 ) 

15 一 10 ( 採算番組一局再編 ) 
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9 一 1 ( 関連技術一役員 担変 ) 

12 一 1 ( 言祝番組一役員 担変 ) 

17 一 1 ( ローカル一役員 担変 ) 
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3 一 8 ( 営業マン一局長交替 ) 

5 一 8 ( 代理店一局長交替 ) 

9 一 8 ( 関連技術一局長交替 ) 

12 一 8 ( 高祖番組一局長交替 ) 
17 一 8 (a 一カル一局長交替 ) 

18 一 8 ( イメージ一局長交替 ) 

24 一 8 ( 合理化一局長交替 ) 
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2 一 9 ( 既存スポ一戦略部門 ) 

3 一 9 ( 営業マン一戦略部門 ) 
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1 一 10 ( 新 スポ一局再編 ) 42 、 

2 一 10 ( 既存スポ一局再編 )  2 

3 一 10 ( 営業マン一局再編 )  4 

4 一 10 ( 販売拠点一局再編 )  1 

5 一 10 ( 代理店一局再編 )  8 

8 一 10 ( 副 業一局再編 )  6 

9 一 10 ( 関連技術一局再編 )  2 

12 一 10 ( 言祝番組一局再編 )  18 
15 一 10 ( 採算番組一局再編 )  1 
16 一 10 ( 視聴者ニーズ 一局再編 ) 1 

17 一 10 ( ローカル一局再編 )  5 

18 一 Ⅰ 0 ( イメージ一局再編 )  Ⅰ 0 

24 一 Ⅰ 0 ( 合理化一局再編 )  12 

  112 

  

卜 

  6
 

6
 

5
 

2
 

9
9
 

5
 

6
 

3
 

2
 

 
 

6
 
 

の
 タ
 8 
ェ
 

0
8
 

Ⅰ
 
9
5
 

巳
 
0
 
3
 
2
 
0
 Ⅰ
ヰ
人
 

 
 

 
 

I
.
I
 

1
.
1
 

622 

276 Ⅱ 

5 

14 

8 

38 

27 

7@ )592 
77 

4 

3 

20 

55 

58/ 



経営戦略とリーダーシッ 列 6) ( 奥村恵一 ) (157)@ 69 

16 一 10 ( 視聴者ニーズ 一局再編 ) 1 

16 一 29 ( 視聴者ニーズー 不 明 ) 3 4 ） 

19 
17 一 8 ( ローカル一局長交替 ) 

  

Ⅰ 7 一   21 

18 一 Ⅰ 

18@@ 2 

Ⅰ 8 一 8 

18 一 9 

Ⅰ 8 一 Ⅰ 0 

18 一 2 Ⅰ 

Ⅰ 8 一 ・ 29 

23 一 9 

24- 一二 

24 一 8 

24 一 -10 

24 一 -21 

計
 

( ロ 一ヵル一関係会社 ) 

( イメージ一役員 担変 ) 

( イメージ一役員増減 ) 

( イメージ一局長交替 ) 

( イメージ一戦 冊 各部斤目 ) 

( イメージ一局再編 ) 

( イメージ一関係会社 ) 

( イメージー 不 明 ) 

( 制作外部一戦略部門 ) 

( 合理化 
( 合理化 
( 合理化 
( 合理化 

58 項目 

1
3
1
 

 
 

  

2
7
 

ー
Ⅰ
 

Ⅰ
 l
 

Ⅰ
Ⅰ
 
上
 

l
l
 

Ⅰ
 Ⅰ
 

  
325 1,616 

101 

8 Ⅰ 

8 一 21 ( 副 業一関係会社 )  4 

  

1 一 22 

8 一 22 

9 一 22 

1 一 29 

3 一 29 

5 一 29 

9 一 29 

12 一 29 

16 一 29 

18 一 29 

計
 

( 新 スポー 出 
( 副 業一世 
( 関連技術一山 

( 新 スポー 不 

( 営業マン一下 

( 代理店一下 
( 関連技術一下 
( 高祖番組一下 
( 視聴者ニーズー 

( イメージニ 不 

58 項目 

  
明 )  Ⅰ 4  @ 73. 明 ) よ ]. 2 明 ) 3 9 

明 ) 1 ト 3 Ⅰ 3  ノ 124 明 ) 5 15 

  不明 )  3 Ⅰ 0 

明 )  47 12/ 

325 rl.1 616 

いについて言及していきたい・ ここで，一つの 

問題は，組織変更はすべてが 経営戦略に内的適 

合するためであ るといいうるのかということで 

あ る・組織変更の 理由は，経営戦略へのフォロ 

ー以外にもあ るのではなかろうか．たとえば ， 

確かにかつて ジ， ネラル・モータース (GM 社 ) 

では，垂直統合と 拡大戦略という デ ，ランの戦 

略があ り，間もなくスローンの 手になる組織改 

革によって，総合本社と。 5 機構が戦略に 従っ 

て 作られたのであ る・ しかし この管理組織 は 

多角化戦略に 応じるためではなかった・むしろ 

この管理組織のおかげで・ 事後的に広汎な 多角 

化戦略を駆使することができたのであ る・ 

つまり，組織変更が 事後の統合的な 戦略に役 

立っということを い いた い のであ るが，それ以 

上に，組織変更は ，戦略以外の 会社のねら か ， 

すなわち組織の 効率化，組織の 目的適合性，ま 
た組織の自己論理のために ，時には会社のそれ 

までの政策の 跡 仕末 のためにも行なわれるので 

はなかろうか・つまり ，組織変更上の 諸問題が 

すべて戦略としてまとめ 切れるものではないと 

考えられる．       

その証拠に， 問 26 く 経営組織変更のねらい 下 

の質問に対しては ，民放 社 全体として，経営 戦 

略の執行・実行がやっと 4 位に入っている．そ 

の他，各種の 回答が次のように 見られる． 

① 営業力の強化 47 社 (56.6%) 

② 人事の刷新・ 新風を吹き込む 

35 社 (42.2%) 

③ 権 限・責任体制の 明確化・強化 

31 社 (37.3%) 

④ 経営戦略の執行，実行 29 社 ( 田 ・ 9%) 

⑤ 組織の効率化・ 軽量化 公社 (33.7%) 

⑥ 制作体制の強化 26 社 (31.3%) 

の 人の適正配置 25 社 ( ㏄Ⅱ %) 

⑧ 資源配分 ( 人 ， もの，かね ) の再考慮 

15 社 (18.1%) 

⑧ セクショナリズムの 排除 
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表 S0  民放 社 0 タイプ別 SWl.SW2-oCl,oC2 類型化 

一一粒 営 策定中心一一 

Ⅰ ・ 3   8  . 10  ⑭ 九 ・ 沖 

Ⅰ・ 5 一 (10 29.9  ・Ⅰ⑱資産中丁 ⑳従業 下   
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10 ・ 9  ⑯収益虫・ F, ⑧泉城 U 

10 ・ 29  ⑧ 中 ・ 北 ，⑧利益 下 ，③地方公共，⑱株主 他 

29. 1  ⑱資産 下 

29. 9  ⑲ テ 系列 他 
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（ Ⅰ 8  0  .10 ・ 8 

  S
 

B
 

T
 

⑧
 

上
，
 

中
 

業
 

従
 

③
 静
 

居
中
 

営
 
・
 

兼
関
 

①
 の
 

f8 .10  ⑱一般会社 

1  ⅠⅠ 8   
  B

 
N
 

A
 

⑳
 

中
，
 

業
 

従
 

⑳
 

 
 利

収
利
 

⑳
⑲
⑳
 

  

1 . 8  ⑯資産大，②利益夫 

8 . 10  ⑧ NTV 
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10 ・ 8  ⑳収益中上 

29  .21  ⑳個人 

9 Ⅰ 1 一一 -(1.8  ⑳利益 中 
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15 社 (18.1%) 

⑧ 中高年層の活用 15 社 (18.1%) 

⑧ 経営風土の刷新・ 活性化 

15 社 (18.1%) 

(2) 「相地変更のねらい」から「 組棚 変更」 

への 逆 チェック 

これら組織変更のねらいは ，民放 社 が抱えて 

いる組織問題でもあ り，回答総数が 践 2 個 ( 不 

明を除く ) あ り， 回答田社 (83 社 ) 1 社当り 

5 ユ個であ る・ これは，組織変更の 回答 1 社 当 

9 2.7 個よりも多く ，組織問題の 多様さを観察 

することができる． 
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表 91 民放 社 0 タイプ別 SW 、 ・ SW2-OC 、 ・ OC2 類型化 

一一組 構 変更中心一一 
  

1.1 Ⅰ ・Ⅰ 2   Ⅰ ・ 3 

42 （ 9 ）Ⅰ ェ 2 は ェ 

  

4 Ⅰ ・ 18   8  . 21   

6   Ⅰ 0 ・ 8   
7 ユ 七 Ⅰ 12    10  ・ 9 

8 1  Ⅰ 8    10  ・ 21 9 ( Ⅰ・Ⅰ 1.18 2 ) 一 -10　・ 

1O 9  ,  工 一一 21  .  8 

11 コ ⅠⅠ 12    29 . 1 

12 18 ⅠⅠ   29 . 2 

13  (1@5113  1.12} 一一ⅠⅠ 51.12  29.9 
14 Ⅰ ・Ⅰ 2    29 . Ⅰ 0 

15 1 . 24    29 . 21 

2 工 Ⅰ 12 . 2   Ⅰ ・ 8 . 10 

2 1 . 24 . 12    Ⅰ・ 8 . 10 

主
 

他
 

株
 

主
 

複
 

株
 

⑯
 

⑳
 

② V 局 

⑥東京，⑳収益人，⑳従業人 
⑬資産大，⑳利益人 

⑳利益 中 

⑱ 九 ・ 沖 

⑤ 北 ・ 東 

①兼営 局 ，⑧従業中上，⑧ TBS 

⑫一般会社 

⑱ NTV 

⑧利益中上 

⑱資産中丁 
⑳利益虫 下 

⑳従業中丁，⑰ テ 東京，⑨新聞社， 

⑩ 中 ・ 四 

⑧放送 社 

⑯資産中上 
⑭資産 中 

⑦ 関 ・ 甲 ・ 静 

⑲収益虫，⑳従業 申 ，⑱ ANB 
⑳収益中上 

⑨近畿 

⑱収益中丁，⑧泉城 U 

③ U 局 

⑧ 中 ， 北 ，⑧利益 下 ，③地方公共， 

⑳利益欠損 

⑳ ex 

⑱資産 下 

⑰収益 下 

②従業 下 

⑨ テ 系列 他 

④ラジオ 

⑳個人 

⑥東京，⑳収益人 

⑱資産大，⑳利益人 

これら組織問題の 中で，「経営戦略の 策定」 

をチェックしている 会社は 7 社 (83 社中 8.4%), 

また「経営戦略の 執行・実行」をチェックして 

いる会社は 29 社 ( 綴 ・ 9%, ベスト 4 位 ) であ 

る ．そして， これらの会社が 前 聞 「経営組織の 

変更」 に ついてどのような 記載をしているか 

が ，関心を惹くところであ る・ もしも，経営戦 

略への内的適合として 捉えてきた組織変更が ， 

「経営組織変更のねらい」から 逆 チェックした 

組織変更と異なる 結果を示すとすれば ，それは 

混乱であ る・ 

表 92 匹 よ ると，経営組織の 変更を ， ①民放 社 
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41 社 (49.4%)  ①役員担当 制 変更 

32 社 (38.6%)  ②局 長 交 替 

29 社 (34.9%)  ②局部課再編成 

21 社 (25.3%)  ④戦略部門強化 

21 社 (25.3%)  ④関係会社再編 

12 社 (14.5%)  ⑥従業員出向増加 

11 社 (13.3%)  の社長補佐機関 

10 社 (12.0%)  の事業本部 制 設置 

9 社 (10.8%) の事業本部 制 廃止 

6 社 ( 7.2%) の委員会新設 
6 社 ( 7.2%) の専門職制採用 

7  社 (100%  ) 

5 社 (71.4%) 
5 社 (71.4%) 

4  社 (57.1%) 

4 社 (57.1%) 

2 社 (28.6%) 

Ⅰ 社 (14.3%) 
1 社 (14.3%) 

1  社 (14.3%) 

1 社 (14.3%) 
Ⅰネ上 (14.3%) 

①役員担当 制 変更 

②局 長 交 替 
②局部課再編成 

④戦略部門強化 

④関係会社再編 
⑥従業員出向増加 

⑦役員若返り 
⑦情報中心型組織 

⑨役員増員・ 減員 

⑨事業本部 制 設置 

18 社 (62.1%  ) 

17 社 (58.6%  ) 
17 社 (58.6%  ) 

12 社 (41.4%) 

12 社 (41.4%) 
7  社 (24.1%  ) 

6 社 (20 ・ 7%) 

6 社 (20.7%) 
5  車 (17.2%) 

5 社 (17.2%) 

表 93  「経営戦略の 執行・実行」チェック 社 ( ㏄ 社 ， 組牡 変更のねらい ) 

の 経営 租 窩の変更一一従業二枚のタイプ 別   

    

92 

18@ 5@ 6@ 3@ 5@ 3@ 3@ 17@ 12@ 17@ 2@ 3@ 2@ 12@ 7@ 6 
全 従業員数Ⅰ 体 00.0  62.1  17.2  20.7  10.3  17.2  10 ・ 3  10.3  58.6  41.4  58.6  6.8  10.3  6.8  41.4  24.1  20.7 

㏄ 人 未満 I.l   1 一 一 一 一 一 一 1 一 一 - - 一 - - 
Ⅰ㏄． 0 一一 Ⅰ 00.0  一 @  - 一 一 一一 一 - 一 ・ Ⅰ 00.0  一 @  - 一 一 "  " 一 一 一 "  一 

50 一 ，Ⅰ 00 3 3 1 一 1 1 Ⅰ 一 1 1 2 一 一 一 一 一 一 
100.0  100.0 33.3  一 33.3  33.3  33.3  - 一 33.3  33.3  66.7  一 - 一 一 -  - 一 一 - 一 

1 ㏄ 一 2 ㏄ 9 7 1 一 1 1 1 Ⅰ 6 5 6 1 1 一 6 1 2 

100.0@ 77.8@ 11.1@ @@ 11.1@ 11.1@ 11.1@ 11.1@ 66.@7@ 55.@6@ 66.7@ 11.1@ 11.1@ @@ 66.7@ 11.1@ 22.2 

2 ㏄ 一 3 ㏄ 8 工 1 3 1 1 一 一 4 2 4 一 一 1 4 2 一 
100-0  12.5  12.5  37.5  12.5  Ⅰ 2.5  . 一 一 50.0  25.0  50.0  - 一 - 一 Ⅰ 2.5  50.0  25.0  - 一 

3 ㏄ 人 以上 8 7 1 3 一 2  丁 2  6  3  5  1  2  1  2  4  4 
1 ㏄・ 0  87.5  12.5  37.5  一あ ． 0  12.5  25.0  75.0  37.5  62.5  12.5  25.0  12.5  25.0  50.0  %.0 
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全体として見たときの べ スト 10 ，組織変更のね 

らいとして，②経営戦略策定にチェックした 会 

社および③経営戦略執行・ 実行にチェックした 

社の会「経営組織の 変更」それぞれの べ スト 10 

を，比較することができる． このさい， 1 位と 

3 位とが逆になっているが ， このことを除い 

て， 6 位迄は同じ内容となっている． このよう 

な， 「組織変更のねらい」から「組織変更」へ 

の、 逆チ エックによって ， 順位がほとんど 変らは 

いことがわかって ， 混乱に陥らないで 済んだ． 

(3) 逆 チェックのタイプ 別分析 

逆 チェックを， タイプ別に見てもほ ば 同じ結 

論を得ることができる・すなわち ，従業員数に 

関連して，民放 社 全体の「経営組織の 変更」を 

示す表 80 C 問 25) に対して，表 93 は， 「経営組 

織変更のねらい」の 中で「経営戦略の 執行・実 

行」にチェックした 会社 (29 社 ) の組織変更チ 

ェック数を示す ( 問 26 から 問 25 へ ) 表であ る・ 

全般的傾向の 相違は， 今 表 92 で述べたとおり 

であ るが，表 93 で従業員数別の 個々の項目の 数 

値は ，表 ㏄と表 93 の両方とも同じ 傾向をもって 

いる． すなわち， 「役員担当制の 変更」では 

「 中 」段階と「 上 」段階とが両者とも 大きな数 

値を示している．「局長の 交替」でも上位 3 者 

の段階で両者とも 大きな数値を 示している・ 次 

いで， 「戦略部門の 強化」でも， 両者でそれほ 

どの差異があ るとは見られない・さらに ，「局 

部課の再編成」と「関係会社の 再編」について 

も ，両者は同じ 傾向の数値を 表わしている・ 

これらのことから ， 民放社の経営戦略等のた 

めに行なった「経営組織の 変更」の内容 ( 問 25) 

と ， 「経営組織変更のねらい」としての 経営戦 

略の策定と執行・ 実行の面から 逆 チェック した 

内容 ( 問 26 から 問 25 へ ) とが，同じ傾向をもっ 

ていることが 理解できる・ 

このことは， 「経営組織変更のねらい」が 極 

めて多様であ ることから，懸念して 検証したこ 

とであ る・ また， 民放 社 での従業員別など 各規 

模段階での組織変更そのものが ，かなり確定的 

な様式であ ることを意味することでもあ る・ 

2.  「経営組織変更のねらい」に 関する従業 

且別 分析 

(1) 従業異数 別 5 段階から見た「経営組織 

変更のねらい」 

さて，本論に 入って， タイプ別に「経営組織 

変更のねら ぃ 」を検討してみよう．表 94 「経営 

組織変更のねらい」の 従業員数列分析は ，前稿 
で経営組織自体を 職員数を中心に 分析している 

ので， 重要であ る． 

従業員数の「 小 」タイプ (50 人未満， 10 社 ) 

は，前項の経営規模工 (A 社， B 社 ) に大旨相 

当し，規模は 極めて小さい・ 組織変更のない 会 

社を含めて「不明」が 7 社と多く，あ とは， 

「営業力の強化」 (30.0%) と「人事の刷新」 

(20 ・ 0%) が目立つぐらいであ る．表 83 の 筑 Ⅴ - 

OC 適合皮 ( 従業員 小 ， p.l5) では，ベスト 10 

の 6 位までが「不明」であ って ， 噛み合ってい 

ない・それでも ， 1 位「 1 所スポー 29 不明」 (7 

社 ， 9.72%) の 「 新 スポ」は，上記の「営業力 

の強化」の必要性を 表わしている． 

従業員数の「中丁」タイプ (50 人以上 100 人 

未満， 12 社 ) は，前記の経営規模第 2 に大旨相 

当し組織変更のねらいとして ，「営業力の 強 

化」 (66.7%) と「権 限責任体制」 ( 穏 ・ 3%) で 

高い数値を示している．表 83 の部 V-OC 適合 皮 

(p. 15) では，ベスト 10 第 上位 が 「 工新 スポー 

10 局再編」 (7 社， 5.19%) となっており ， こ 

の「ねらい」を 説明している・すなわち ，戦略 

策定を受けて「営業力の 強化」が，組織変更を 
受けて「権 限責任体制」が ， この段階では 重要 

な組織上のテーマとなっている． 

次に，従業員の「 中 」タイプ (1 ㏄ 人 以上 2 ㏄ 

人 未満， 釘社 ) は，前稿の経営規模第 3 と第 4 

(C 社 ) に大旨相当する ， ここでは，「営業力の 

強化」 (M.8%) と「権 限責任体制」 (32.3%) 

とほ ば 同じ比重で， 「人事の刷新」 (51.6%) お 

よび「人の適正配置」 (41.9%) が重視されて 

いる・ このことは，表 80 「経営組織の 変更」で 

「局長の交替」 (41.9%), 「役員相当制の 変更」 

(35.5%), 「関係会社再編」 ( 鵠 ・ 7%) 等が増大 
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表 94 経 営 租 俺 変 

総 経 経黍 常 制 編 制 確 資 格の 都 寺 協 再 会 ボの ト の 
般 ト   

プ 
格 戦・ の 

の の の   の 

策   
全 体 

従業員数 

50 人未満 

50 人以上 1 ㏄ 人 未満 

100 人以上 2 ㏄ 人 未満 

2 ㏄ 人 以上 3 ㏄ 人 未満 

3 ㏄ 人 以上 

Ⅰ㏄・ ㏄ 0   

  
  
  

14 
100 ・ 0 

16 
Ⅰ㏄・ 0 

7 % 47 26 11 11 15 31 9 3 3 7 4 4 

8.4 34.9 56.6 31.3 13.3 13.3 18.1 37.3 10.8@ 3.6@ 3.6@ 8.4@ 4.8@ 4.8 

  1 3 Ⅰ 一 一 一 1 一 一 一 一 Ⅰ 1 

一 10.0  30.0  10.0  一 一 一 10.0  一 一 一 一Ⅰ 0 ． 0  Ⅰ 0 ． 0 

Ⅰ 3 8 2 1 一 2  7  - 一 - 一 1  2  %  2 
8.3  お ． 0  66.7  16.7  8.3  - 一 16 卜 7  58.3  一・ 一 -  8.3  16.7  8.3  16.7 

5  9  17  8  4  5  4  10  6  2  1  5  1  1 
16.1  29.0  54.8  25.8  12 卜 9  16.1  12.9  32.3  19.4  6.5  3.2  16L1  3 2 包 2 

  8 8 7 3 4 4 7 2 Ⅰ 一 一 一 一 
- 一 57.1  57.1  50.0  21.4  28.6  28.6  50.0  14.3  7.1  一 @  . 一 - 一 一 

1 8 11 8 3 2 5 6 1 一 Ⅰ 一 1 一 
6.3  50.0  68.8  50.0  18.8  12 Ⅰ 5  31.3  37.5  6.3  一 -  6.3  一 6,3  一一 

ラジオ・テレビ 
兼営単独 

兼営同 24 
100.0 

テレビ (V  H  F  ) 7 
100.0 

テレビ (UHF) 30 
100.0 

ラジオ 22 
10@@.0 

開局 年 

兼営 局 24 
100.0 

20 ～ 29 年 4 
騰 0.0 

30 ～ 39 年 10 
100.0 

40 ～ 49 年 21 
100.0 

50 ～ 59 年 Ⅰ 9 
Ⅰ 00@.0 

60 年以降 5 
Ⅰ 0@@.0 

2 12 15 10 3 7 7 11 3 1 1 一 一 一 
8.3  50.0  62.5  41.7  12.5  29.2  29.2  45.8  Ⅰ 2.5  4.2  4.2  ---  一 一 

  3 3 3 2 一 1 3 一 一 一 1 1 一 
一 42.9  42.9  42.9  28.6  一 14.3  42.9  一 一 一 14-3  14.3  一 

4  8  18  8  3  3  3  8  4  2  2  5  1  エ 

13.3  26.7  60.0  26.7  10 ． 0  10 ． 0  10.0  26.7  13.3  6.7  6.7  16.7  3.3  3.3 

Ⅰ 6 11 5 3 Ⅰ 4 9 2 一 一 Ⅰ 2  3 
4.5  27.3  50.0  22.7  13.6  4.3  18.2  40.9  9.1  - 一 一 4.5  9.1  13.6 

2 12 15 10 3 7 7 11 3 1 1 一 一 一 
8.3  ㏄． 0  62.5  41.7  ／ 2.5  29.2  29.2  45.8  12.5  4.2  4.2  一 一 一 

  1 3 1 2 1 一 4  一 一 @  - 一 一 一 ⅠⅠ 

一 25.0  75.0  25.0  50.0  25.0  一 -100.0  一 一・ - 一 一 一 @  25.0 

1 5 6 5 3 一 2  4  - 一 一 一 I.I Ⅰ lll I.I 

Ⅰ 0 ． 0  ㏄． 0  60.0  50.0  30.0  一 20.0  40.0  一 一 @@ 10.0@ 10.0@ 10.@0 

3  8  13  7  2  2  4  5  5  1  1  2  2  2 
14.@3@ 38.1@ 61.@9@ 33.3@ 9.5@ 9.@5@ 19.@0@ 23.@8@ 23.@8@ 4.@8@ 4.8@ 9.5@ 9.@5@ 9.@5 

1 3 9 3 1 Ⅰ 1 6 Ⅰ 1 1 4 1 一 
5.3@ 15.@8@ 47.@4@ 15.8@ 5.3@ 5.@3@ 5.@3@ 31.@6@ 5.3@ 5.@3@ 5.3@ 21.1@ 5.@3@ - 

  1 - - 一 Ⅰ 1 一 一 一 一 一 一 
  一 20.0  一 一 一 20.o m.0  一 一 一 一 一 一 
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更 の ね ら ぃ 

                      調 

  伸 明 

15@ 10@ 5@ 15@ 2@ 35@ 9@ 8@ 1@ 13@ 25@ 28@ 14@ 9@ 15@ 10@ 1 
18.1@ 12.@0@ 6.@0@ 18.1@ 2.@6@ 42.@2@ 10.@8@ 9.@6@ 1.2@ 15.@7@ 30.1@ 33.7@ 16.@9@ 10.@8@ 18.1@ 12.0 1.2 
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したことと符合するものであ る・さらに，表 83 

の SW-OC 適合で， 2 位「 1 新 スポー 21 局長 

音」 (10 社， 2.18), 2 位「 1 新 スポー 21 関係会 

社」 (10 社， 2.18), 4 位「 1 新 スポー t 役員 担 

変 」 (9 社， 1.97%) と順位が一致する・ 

そして，従業員数の「中上」 (2 ㏄ 人 以上 300 

人未満， 14 社 ) は， 前稿経営規模第 5 と第 6 

(D 社 ) にほ ぱ 相当する・ ここでは，「組織の 効 

率化」 (78.6%) と「人事の刷新」 (M.3%) が ， 

「営業力の強化」 (57.1%) と「責任権 限体制」 

(50.0%) を凌駕している ，このことは ，組織 

規模が増大して ，人事が停滞することへの 警戒 

感を示すものであ り，表 80 組織変更の「局部課 

の再編成」 (57.1%), 「局長の交替」 (57.1%), 

「関係会社の 再編」 ( ㏄・ 0%), 「役員の若返り」 

(35.7%) 等に反映されている．表 83 の 筑 Ⅴ -OC 

適合でも， 1 位「 ェ新 スポー 10 局再編」 (7 社， 

2.92%), 2 位「 1 新 スポー 8 局長音」 (6 社， 

2.50%), 3 位「 17 口一ヵルー 8 局長 替 」 (5 社， 

2.08%) の各部 V-OC に表われているところ 

であ る． 

この「中上」段階では ，組織変更のねらい「経 
営戦略の執行・ 実行」が 57.1% と 多いものの， 

これが組織変更「戦略部門強化」 (14.3%) に 

十分反映されていない・これは ，戦略執行・ 実 

行のねらいに よ る組織変更が ，戦略部門の 強化 

だげに限定されないことを 意味しょう・また ， 

この段階で目立っねらいは ，「制作体制の 強化」 

( ㏄・ 0%), 「中高年層の 活用」 ( 践 ， 9%), 「経営 

風土の刷新」 (35.7%) 等であ る・経営規模の 

大きいこの段階では ，制作活動が 活発になるこ 

と，中高年層が 多いこと，そして 経営風土注視 

の 比重が大きいことを 示している・ さらに， 

「利益責任の 明確化」 ( 為 ． 6%) が増大すること 

も，管理上極めて 興味あ ることであ る・ 

最後に，従業員数の「 大 」㏄㏄ 人 以上， 托 

社 ) は，大旨前稿経営規模第 7, 第 8, および 

第 g (E 社， F 社，および G 社 ) にわたる大規 

模会社に相当する・ ここでは，経営規模が 大き 

くなり，部門数が 増大し 各 セクシ， ン 0 人数 

が 増大するため ，その管理上・ 組織上の間題を 

多く抱えていることは ，前稿で述べたとおりで 
あ る・表 94 の「経営組織変更のねらい」を 見る 

と， 「 中 」段階と同様， チ ， ック 項目が多く多 

様化するためか ，高い数値の 項目は少ない・ 

ここで，組織変更のねらいで 数値の高いもの 

を， Ⅲ営業・制作目的， (2 人事目的， および 

(m) 組織目的に分けて 記載してみ よ 5. ㈲まず， 

営業・制作目的では ，「営業 フコ の強化」 (68.8 

%), 「経営戦略の 執行・実行」 ( ㏄． 0%), 「制 

作体制の強化」 ( 印 ・ 0%), 「資源配分の 再考慮」 

(31.3%), (2 炊いで，人事目的では「中高年層 

の活用」 (37.5%), 「人の適正配置」 (37.5%), 

「人事の刷新」 (31.3%), そして (3) 組織目的で 

は 「組織の効率化」 (43.8%), 「権 限責任体制」 

(37.5%), 「セクシ，ナリズムの 排除」 (31.3 

%), と 多種多様となっている． 

これらの多様な 組織変更のねらいに 対して， 

組織変更そのものは ，数少なく，限定されたも 

のといい うる ・すなわち，表 80 で「役員担当制 

の変更」 (62.5%), 「局長の交替」 (56.3%), 

「局部課の再編成」 (56.3%) がこれであ る・ 同 

様に表 83 の SW-OC 適合皮のべスト 10 (P.16) 

では， 1 位「 1 新 スポー 1 役員 担変 」 (8 社， 

2. 駆 %), 1 位 「 ェ新 スポー 10 局 再編」 (8 社， 

2.%%), 3 位「 1 新 スポー 3 局長音」 (7 社， 

2.26%) などがこれであ る・組織変更の 手法 

は ，限定されているのであ り，それだげにその 

中で微妙な対応が 必要とされよ う ． 

この「 大 」の段階では ，その他のねらいとし 

て「情報伝達の 円滑化」 (25.0%), 「従業員教 

育の必要性」 (25.0%), 「組織柔軟性の 導入」 

(18.8%) といったものがあ り， これに対応す 

る組織変更の 1 つとして，「情報中心型組織の 

導入」 (31.3%) を挙げることができる． 

(2) 経営 組冊 変更項目ごとの 説明 

次 に ，「経営組織変更のねらい」の 項目ごと 

に，従業員数列タイプを 見ることにしょ 5. ま 

ず，全体で 1 位の「営業力の 強化」は，従業員 

数「 小 」の段階を除いて ，何れの段階でも 50% 
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以上の数値を 示し，営業の 強化が重大関心事で 

あ ることがわかる． 

2 位「人事の刷新」， 3 位「権 限責任体制」 

( 「中丁」を除く ), 4 位「経営戦略の 執行・実 

行」， 5 位「組織の効率化」， 8 位「中高年層の 

活用」， 8 位「経営風土の 刷新」 ( 「中丁」を除 

く ) は，「 大 」の段階を除いて ，従業員数が 多 

くなるに つ れて，大旨一層大きな 数値を示して 

いる．主要な 組織問題は，比較的大きな 会社で 

敏感に感じられるといいうる・ 

それでは，「 大 」の会社では ，何を他より 大 

きなねらいとしているのであ ろうか・それは ， 

「営業力の強化」 ( ㏄・ 8%) であ り，また「情報 

伝達の円滑化」 (25.0%), 「従業員教育の 必要 

性 」 (25.0%), 「統制力の登底」 (18.8%), 「組 

織柔軟性の導入」 (18.8%) といったものであ 

る．なお，「 小 」段階では，会社の 数が少なく， 

「不明」も多く ， 組織問題はそれほど 大きくな 

いと思われる・「中丁」段階では ，上記の少な 

い分を，「営業力の 強化」 (66.8%), 「権 限責任 

体制」 (58.3%), 「組織の効率化」 ( あ ・ 0%), 

「経営風土の 刷新」 (25.0%) などが補ってい 
る． 

上記に加えて ，従業員数が 多くなるにつれ 

て，文字通り 一層高い数値を 示しているもの 

は， 6 位「制作体制の 強化」， 7 位「人の適正 

配置」 ( 「 中 」を除く ), 8 位「資源配分の 再考 

慮 」 ( 「中丁」を除く ), 8 位「セクショナリズム 

の排除」であ る・ これらの組織変更のねらい 

は， 大企業特有の 組織問題であ るとし 軋 、 うるで， 

あ ろう． 

3. 「経営 組緩 変更のねらい」に 関するう・ 

テ 兼営単独 別 ，開局年別等の 分析 

(1) ラ ・ テ 兼営単独利分析 

ぅ ・ テ 兼営単独 別 分析として， 局 ごとにトッ 

プの項目を選んでみよう・まず ，兼営 局でトッ 

プ 0 項目を高い数値のものから 列挙してみる・ 

①「営業力の 強化」 (62.5%), ②「組織の効率 

化」 (58.3%), ③「経営戦略の 執行・実行」 

(50.0%  ),  ④「権 限責任体制」 (45.8%  ),  ⑤ 

「利益責任の 明確化」 (29.2%  ),  ⑤「資源配分 

の再考慮」「 29.2%),  ⑤「セクシ，ナリズムの 

排除」 (29.2%  ),  ⑧「 能ゾコ 主義の強化」 (20 ・ 8 

%  ),  ⑨「組織の若がえり」 (16.7%  ). 

これらの列挙項目を 解釈すると， 兼営 局は ， 

組織が古くなり ， 賛肉 がついてきたため ， 次の 

ような組織変更をねらいとしているということ 

であ る．すなわち ，Ⅲ営業力を 強化し 経営 戦 

略の執行・実行を 行ない，資源配分の 再考慮を 

行な う ． また，組織原理の 点から， (2 粗織の効 

率化を図り，権 限責任体制と 利益責任を明確に 

しセクシ " ナリズムを排除するように 努め 

る． さらに， (3) 能力主義を採用し 組織の若が 

えりを図るのであ る・ 

V 局についても ，同様に 1 位をとった項目を 

列挙すると，①「制作体制の 強化」 (42.9%), 
①「中高年層の 活用」 (42.9%), ③「編成力 め 

強化」 (28.6%), ③「統制力の 徹底」 ( 為 ・ 6 

%), ③部門間の調整 (28.6%), ③「経営風土 

の刷新」 (28.6%), ③「従業員教育の 必要性」 

( 為 ・ 6%), ⑧「ボトム・アップの 強化」 (14.3 

%), ⑧「余剰人員の 整理」 (14.3%), ⑧「 若 

年の活用」 (14.3%). 
この結果を解釈すると 次のとおりであ る・す 

なわち， V 局は，制作機能が 大きくまた巨大化 

しているため ，組織変更のさいのねらいは ，㈲ 

制作体制と編成 力 を強化する一方， (m 縦業 員を 

教育し中高年層と 若年層を活用し 経営風土 

の刷新を図る 一方， 余剰人員の整理を 行な う ・ 

また， (3) 統制力を徹底し 部門間を調整しそ 

してボトム・ ァ，プの 強化を行な う のであ る・ 

また， U 局については ， 兼営 局と V 局 との特 

徴を相当部分あ るいは一部分備えているのでは 

あ るが， U 局に特徴的な ， 1 位の項目を列挙す 

れば，次のとおりであ る・①「人の 適正配置」 

(40.0%), ②「全般的視野の 強化」 (16.7%), 
③「経営戦略の 策定」 (13.3%), ③「部門の強 

化」は 3.3%), ⑤「専門的検討・ 協議」 (6.7 
%), ⑤「専門化の 必要性」 (6.7%). 
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この結果を解釈すると ， U 局は新しいテレビ 

局であ るため，組織変更のねらいとして 各種の 

整備が必要とされる・すなわち ，㈲人の適正配 

置を図り，部門を 強化するとともに ， 経営戦略 

の策定に努める．そして ， (2 蛙股 的 視野を強化 

する一方，専門化と 専門的検討・ 協議が必要と 

される． 

最後に， ラジオについてであ るが，上記の 三 

つの間の特徴を 一部備えながら ，次のような 特 

質を示している・①「情報伝達の 円滑化」 

(18.2%), ①「組織柔軟性の 導入」 (18.2%), 
③「 ト " プ ・ダウソの強化」は 3.6%), であ 

る．ラジオには ，中短波 局と FM 局 とがあ って 

組織要件を異にしているので ，一概に十分な 説 

明 を行な う ことはできない． とりあ えず，情報 

伝達，組織柔軟性， トップ・ダウンを 必要とし 

ているといいえよ 5. 

(2) 開局年別分析 

ここで，開局年によるタイプ 別分析を行なっ 

てみよう．組織変更のねらいとか 組織問題は， 

局の開局 年 が古いほど，大きくなる・ 念のた 

め，新しいところすなわち㏄ 年代と 50 年代で， 

一番大きな数値を 示しているのは ，わずかに 50 

年代の「全般的視野の 強化」 (21.1%), 「部門 

間調整」 (21.1%), 「経営参加」 (5.3%) にす 

ぎない・ 

40 年代や㏄年代で ト " プの 数値を示す項目も 

見られるが， もっと古い年代になるほど 一層 高 

い 数値を大旨示している ， これらの項目を ，全 

体の比率の高い 項目から挙げれ ば ，次のとおり 

であ る・営業の強化，権 限責任体制，経営戦略 
の執行・実行， セクシ，ナリズムの 排除，編成 

力の強化，組織の 若がえり，および 組織柔軟性 

の導入であ る・ 

(3) テレビネット 系列 別 ，筆頭株主刑分析 
さて，テレビネット 系列別に，「経営組織変 

更のねらい」を 分析してみよう・ 何れのタイプ 

も ，「営業力の 強化」が高い 数値を示しており ， 

わずかに CX が，人事刷新・ 適正配置型 (50 ・ 0 

%, 50.0%) であ る・ NTV は，営業力・ 人事 

刷新型 (52.6%, 47.4%), TBS が組織効率・ 

営業大型 (71.4%, ㎝・ 3%), ANB が営業力・ 

制作体制型 (66,7%, 44.4%), テレビ東京が 

営業力・戦略執行・ 権 限責任体制型 (1 ㏄・ 0%, 

66.7%, 66.7%), および泉城 U 局 放送が営業 

力 ・人事刷新型 (66.7%, 66.7%) であ る・ 

次に，筆頭株主の 各タイプについて ，組織変 

更のねらいを 分析してみよう． この場合も， 

「営業力の強化」がそれぞれのタイプで 高い数 

値を示している・まず ，個人では，営業力 ( 杉 ・ 9 

%) のほか，不明 ( 盤 ・ 6%) があ り，戦略執行 

( 為 ・ 6%) と人事刷新 ( 笘 ・ 6%) が多い・ 地方 

公共団体では ，営業力 (54.5%) のほか，不明 

(36.4%) があ り，人事刷新 (36.4%), 情報伝 

達 ( ㏄． 4%) が多 い ． 

新聞社は，営業力・ 権 限責任体制型 (73.3%, 

㏄・ 0%) であ り，放送会社は ，営業力・制作体 

制・組織効率化型 ( 各 ㏄ ， 0%) であ る・ 

一般株式会社は ，人事刷新・ 戦略執行・営業 

力 型 (66.7%, 53.3%, 53,3%) であ り， また 

複数株主は，営業力 (71.4%) が中心であ り， 

戦略執行， 制作体制， および人事刷新 ( 各 50 

経 ) が多 い ・ 

4. 経営 紬技 変更のねらいと 経済価値 描態 と 

の関係 

(1) 営業収益と経営 組棚 変更のねらい 

最後に，経営組織変更のねらいと 経済価値の 

流れとの相互関係を 調べてみよう・まず ，営業 

収益の動きと 経営組織変更のねらいとの 関係 

は，表 95 に示す通りであ る・全体として ，営業 

収益の「 小 」段階で数値が 低いのは，「不明」 

( 組織無関係 ) が 7 社あ るためであ る・そして， 

「中丁」段階で 数値が全般に 高いのは，構成会 

社の性格上多様化が 図られていず ，集中化現象 
が見られるためであ る (XVII1, 3, ①営業収益 

「中丁」と「 中 」のタイプ別構成， pp. 19 ～ 22, 

を参照 ). すなわち，表には 出ていないが ，「 中 」 

段階では， 「中丁」にない 次の項目が見られる・ 

「利益責任の 明確化」 (5 社 ), 「部門の強化」 
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表 95  営業収益と経営 組窩 変更のねらい 
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(5 社 ), 「セクシ，ナリズムの 排除」 (5 社 ), 

「従業員教育の 必要性」 (4 社 ) などであ る・ 

これらの点を 除いて， 表 95 のとおり， t 位 

「営業力の強化」は ，「中丁」を 除いて，操業度 
が大ぎくなると 上昇傾向を示す・ 民放 社は ， 営 

業 活動が大きくなるほど ，営業力の強化を 目指 

して，組織変更を 行なっていることがわかる ， 

同様に， 4 位「経営戦略執行」と 5 位「組織の 

効率化」も，営業活動が 大ぎくなるにつれて ， 

高い数値を示している・ 前者の戦略執行のねら 

いは，「戦略部門の 強化」の組織変更と 直接結 

合せず，意識がそれだけ 高 い こと，を示す・ 後 

者の「組織の 効率化」は，営業活動の 大きさが 

そのまま組織規模の 大きさを表わ 1,, その効率 

化が必要となるためであ る・ ( 「 大 」の段階で， 

「組織の効率化」が 減少している 代りに，「制作 

体制の強化」， 「編成力の強化」， 「資源配分の 再 

考慮」などが ，増大している ). 

他方， 2 位「人事の刷新」は ， い わゆる四型 

を ， 3 位「権 限責任体制」は ，下降傾向を 表わ 

している．「人事の 刷新」は， 「 大 」段階にっ い 

ていえば組織規模が 大きいことから 来る必然的 

なものであ り，他方，責任権 限体制が少なくな 

るのは，むしろ 人事の刷新や 制作体制の強化の 

方に眼が行っているためであ ろう・ 

(2) 税別前当期利益と 経営 組恩 変更のねらい 

次に，表 96 は，税別前当期利益と 経営組織変 

更のねらいとの 関係を表わしている ，利益の 

「 中 」と「中上」とは ， 会社数に極端な 差があ 

り，「 中 」において集中化現象が 見られる・「 中 」 

段階と比べて「中上」で 目立つのは， 「制作体 

制の強化」， 「セクショナリズムの 排除」，「中高 
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表 96  税別前当期利益と 経営 租ぬ 変更のねら ぃ 
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Ⅰ 0  - 

③権 限 實任 体制 

O           

税 白 火 1.l 

億 
Ⅰ ム 3 5 
    

Ⅰ 0 
  億 

      億円 （は 3 社 ） 億円 社） 5 （ 8 材社 億円 0 ） （ 円以上 （は ） 社 

年 層の活用」，「情報伝達の 円滑化」，「従業員教 「中高年層の 活用」，「若年の 活用」，「従業員教 

育の必要性」といった 項目であ る． 育の必要性」などであ り，大企業特有の 組織 問 

上位「営業力の 強化」は，利益の 動態に関係 題を理解できる． 

なく，一定の 高い数値を保っている・ これ以外 

の， 2 位「人事の刷新」， 3 位「権 限責任体制」， にの論 稿は ，財団法人「放送会社基金」， 昭 

4 位「経営戦略執行」，および 5 位「組織の効 和 ㏄年度後期の 助成を得て執筆したものであ 

率 化」 ほ ， すべて「 中 」および「中丁」を ピ一 る ・また， 多項目に 亘る アンケートに 回答し 

ク とした四型を 示している．その 理由は，上記 て 下さった民放社の 経営の方々に ， 心から 御 

のごとくその 範 噂の会社数が 少ないことに 依る 礼 申し上げる，さらに ，本稿の調査に 当って 

が ， さらに「中上」では ，上記のような 5 つの は ，放送産業経営研究会の メソ " 一 ，東山積 
項目が顕著であ って多様化していることに 注目 文民，伊藤誠二氏，村瀬真文民， とくに藤原 

すべきであ る・そして，「 大 」と「中上」と 比 坊津氏から，多くの 御協力を得ており ，深く 

べると，「 大 」で多い比率 は ，「制作体制の 強 感謝するところであ る． ) 

化」，「編成力 め 強化」，「資源配分の 再考慮」， ( 未完 ) 

「ボタム・アップの 強化」， 「余剰人員の 整理」， 

( おくむら とく いち 横浜国立大学経営学部教授 コ 


